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43. 原子炉減圧に関する各種対策及び逃がし安全弁(SRV)の耐環

境性能向上に向けた今後の取り組みについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料なし 30．原子炉減圧に関する各種対策及び逃がし安全弁(ＳＲＶ)の耐

環境性能向上に向けた今後の取り組みについて 
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【資料１】 
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【資料１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46-10 その他設備 

 （資料１は「重大事故

等対処設備について（補

足説明資料）46-10その

他設備」の再掲であるた

め，重大事故等対処設備

の比較表において比較

を行う。） 
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【資料2】 

SRVの耐環境性能向上に向けた取り組みについて 

 

１．概要 

SRVの耐環境性向上対策は，更なる安全性向上対策として設置を

進めている代替SRV駆動装置に対して，SRV駆動源である高圧窒素

ガスの流路となる「SRV用電磁弁」及び「SRVシリンダー」に対し

てシール材の改良を実施するものとする。 

 

 

代替SRV駆動装置は，HPIN系（A/B）と独立した窒素ガスボンベ，

自圧式切替弁及び配管・弁類から構成し，SRV用電磁弁の排気ポー

トに窒素ボンベの窒素ガスを供給することにより，電磁弁操作を

不要としたSRV開操作が可能な設計とする。 

 

ここで，自圧式切替弁は，SRV用電磁弁の排気ポートと代替SRV

駆動装置の接続部に設置し，以下の（１）通常運転時，（２）HPIN

系によるSRV動作時，（３）代替SRV駆動装置によるSRV動作時に示

すとおりの切替操作が可能な設計とする。 

 

 

（１）通常運転時（SRV待機時） 

自圧式切替弁は，弁体が代替SRV駆動装置の窒素ボンベ側を

閉止し，排気ポート側を原子炉格納容器内に開放することで，

SRVピストンが閉操作するときの排気流路を確保する。 

 

（２）HPIN系によるSRV動作時 

自圧式切替弁は，排気ポート側を解放しており，SRV閉動作

時のピストンからの排気を原子炉格納容器へ排気するための

流路を確保する。 

（３）代替SRV駆動装置によるSRV動作時 

自圧式切替弁は，代替SRV駆動装置の窒素ボンベ圧力により

バネ及び弁体を押し上げられることにより排気ポートを閉止

し，代替SRV駆動装置の窒素ボンベからSRVピストンまでの流

路を確保する。 

 

また，自圧式切替弁の弁体シール部は全て，無機物である膨張

黒鉛シートを使用しており，重大事故等時の高温蒸気や高放射線

 【資料2】 

ＳＲＶの耐環境性能向上に向けた取り組みについて 

 

１．概要 

ＳＲＶの耐環境性向上対策は，更なる安全性向上対策とし

て設置を進めている逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備に対し

て，ＳＲＶ駆動源である高圧窒素ガスの流路となる「ＳＲＶ

用電磁弁」及び「ＳＲＶシリンダ」に対してシール材の改良

を実施するものとする。 

 

逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備は，逃がし安全弁窒素ガ

ス供給系と独立した窒素ガスボンベ，自圧式切替弁及び配

管・弁類から構成し，ＳＲＶ用電磁弁の排気ポートに窒素ガ

スボンベの窒素ガスを供給することにより，電磁弁操作を不

要としたＳＲＶ開操作が可能な設計とする。 

ここで，自圧式切替弁をＳＲＶ用電磁弁の排気ポートと逃

がし安全弁窒素ガス代替供給設備の接続部に設置し，以下の

（１）通常運転時，（２）逃がし安全弁窒素ガス供給系によ

るＳＲＶ動作時，（３）逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備によ

るＳＲＶ動作時に示すとおりの切替操作が可能な設計とす

る。 

（１）通常運転時（ＳＲＶ待機時） 

自圧式切替弁は，弁体が逃がし安全弁窒素ガス代替供給

設備の窒素ガスボンベ側を閉止し排気ポート側を原子炉

格納容器内に開放することで，ＳＲＶピストンが閉動作

するときの排気流路を確保する。 

（２）逃がし安全弁窒素ガス供給系によるＳＲＶ動作時 

自圧式切替弁は，排気ポート側を開放しており，ＳＲ

Ｖ閉動作時のピストンからの排気を原子炉格納容器へ

排気するための流路を確保する。 

（３）逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備によるＳＲＶ動作時 

自圧式切替弁は，逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備の

窒素ガスボンベ圧力によりバネ及び弁体を押し上げら

れることにより排気ポートを閉止し，逃がし安全弁窒素ガ

ス代替供給設備の窒素ガスボンベからＳＲＶピストンま

での流路を確保する。 

また，自圧式切替弁の弁体シール部は全て，無機物である

膨張黒鉛シートを使用しており，重大事故等時の高温蒸気や
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量の影響によりシール性が低下することがない設計としている。 

 

本系統は，ADS機能なしの4個（B21-F001D,E,K,U）へ，代替SRV

駆動装置の窒素ガスボンベの窒素ガスの供給を行う設計する。 

 

ここで，代替SRV駆動装置の系統概要図を図1に，SRV本体に対す

る電磁弁及び自圧式切替弁の配置図を図2に，自圧式切替弁の構造

図を図3に，自圧式切替弁及び電磁弁の動作概要図を図4に示す。 

高放射線量の影響によりシール性が低下することがない設

計としている。 

本系統は，ＡＤＳ機能がない２個へ，逃がし安全弁窒素ガ

ス代替供給設備の窒素ガスボンベの窒素ガスの供給を行う設

計とする。 

ここで，逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備の系統概要図を

図１に，ＳＲＶ本体に対する電磁弁及び自圧式切替弁の配置

図を図２に，自圧式切替弁の構造図を図３に，自圧式切替弁

及び電磁弁の動作概要図を図４に示す。 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 減圧に必要な弁数の

相違。 

 

 

図1．代替逃がし安全弁駆動装置の系統概要図 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備 系統概要図 
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図2．SRV本体に対する電磁弁及び自圧式切替弁の配置図 

 

 

 

図3．自圧式切替弁の構造図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図２ ＳＲＶ本体に対する電磁弁及び自圧式切替弁の配置図 

 

 

図３ 自圧式切替弁 構造図 
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図4．自圧式切替弁及び電磁弁の動作概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

図４ 自圧式切替弁及び電磁弁 動作概要図 
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２．SRV用電磁弁の耐環境性能試験結果並びに今後の方針について 

 

 

（１）試験目的 

SRVの機能向上させるための更なる安全対策として，高圧窒素

ガス供給系及び代替SRV駆動装置により高圧窒素ガスを供給す

る際に流路となるバウンダリについて，電磁弁の作動性能に影

響を与えないシール部を，従来のフッ素ゴムより高温耐性が優

れた改良EPDM材に変更し，高温蒸気環境下におけるシール性能

を試験により確認する。 

 

（２）試験体概要 

試験体であるSRV用電磁弁の概要並びに改良EPDM材の採用箇

所を図5に示す。 

 

 

図5 改良EPDM材を採用したSRV用電磁弁概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２．ＳＲＶ用電磁弁の耐環境性能試験結果並びに今後の方針につ

いて 

 

（１）試験目的 

ＳＲＶの機能向上させるための更なる安全対策として，逃が

し安全弁窒素ガス供給系及び逃がし安全弁窒素ガス代替供給設

備により高圧窒素ガスを供給する際に流路となるバウンダリに

ついて，電磁弁の作動性能に影響を与えないシール部を，従来

のフッ素ゴムより高温耐性が優れた改良ＥＰＤＭ材に変更し，

高温蒸気環境下におけるシール性能を試験により確認する。 

 

（２）試験体概要 

試験体であるＳＲＶ用電磁弁の概要並びに改良ＥＰＤＭ材の

採用箇所を図５に示す。 

 

 

 

 

 

図５ 改良ＥＰＤＭ材を採用したＳＲＶ用電磁弁概要図 
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（３）試験手順及び項目 

本試験で実施する試験項目を図6に示す。 

 

図6 試験手順及び項目 

 

※１シール性確認の判定基準 

・排気(EXH)ポート側圧力に供給(SUP)ポート側圧力の漏え

いが認められないこと。 

   ・無励磁時の漏えい量は目標として   以下であること。 

 （３）試験手順及び項目 

本試験で実施する試験項目を図６に示す。 

 

図６ 試験手順及び項目 

 

※１シール性確認の判定基準 

 ・排気(ＥＸＨ)ポート側圧力に供給(ＳＵＰ) ポート側圧力の漏

えいが認められないこと。 

 ・無励磁時の漏えい量は目標として  以下であること。 

 

 

（４）蒸気曝露試験装置概要及び蒸気曝露試験条件 

本試験で使用する蒸気曝露試験装置の概要を図7に示す。ま

た，重大事故環境試験条件を表1及び蒸気曝露試験条件を図8に

示す。 

 
 

図7 蒸気曝露試験装置の概要 

 （４）蒸気曝露試験装置概要及び蒸気曝露試験条件 

本試験で使用する蒸気曝露試験装置の概要を図７に示す。ま

た，重大事故環境試験条件を表１及び蒸気曝露試験条件を図８

に示す。 

 

図７ 蒸気曝露試験装置の概要 
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表1 重大事故環境試験条件 

 

 ※１：事象発生から7日間の累積放射線量を示す。 

 ※２：有効性評価「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱

(DCH)」において，逃がし安全弁(SRV)の機能に期待する

(原子炉圧力容器破損に至る)期間(事象発生から約7時間

後まで)。 

 ※３：有効性評価「DCH」における※２の期間の値。放射線量は

※２の期間の累積値。 

 ※４：有効性評価「DCH」におけるSRVの温度評価(三次元熱流動

解析)結果(PCVスプレイ無し。) 

 

 

図8 蒸気曝露試験条件 

 表１ 重大事故環境試験条件 

 

 ※１：事象発生から 7日間の累積放射線量を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 蒸気曝露試験条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

全ての有効性評価シ

ナリオを包絡する条件

で試験を行っているた

め，代表的なシナリオ

（DCH）の解析結果を掲

載しない。 
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（５）蒸気曝露試験並びに分解調査結果 

蒸気曝露試験の結果，蒸気曝露試験中において漏えいが確認

されることはなく，分解調査の結果，僅かな変形，軟化が確認

されたものの，従来の設計基準事故環境下に比べ高温蒸気に対

して，より長時間（図8参照）にわたって，SRV駆動部（シリン

ダー）へ窒素ガスを供給する経路のシール性能が発揮され耐環

境性が向上していることを確認した。 

蒸気曝露試験後のSRV用電磁弁を分解し，主弁，ピストン弁シ

ート部及び主弁シート部Uパッキン（図5参照）シール部分につ

いて，健全品との比較調査を行った。表2にシール部分の分解調

査結果（主弁シート部シール部分及び主弁シート部Uパッキンシ

ール部分）を示す。 

外観及び寸法確認の結果，主弁シート部シール部分について

は，シート部が軟化してシール部分の凹部の変形が確認された

が僅かなものであった。また，従来のフッ素ゴム材を使用する

主弁シート部Uパッキンについても変形が確認されたが僅かな

ものであった。 

 

表2 シール部分の分解調査結果 

（主弁シート部シール部分及び主弁シート部Uパッキンシール部

分） 

 

 

 

 

 

 

 （５）蒸気曝露試験並びに分解調査結果 

蒸気曝露試験の結果，蒸気曝露試験中において漏えいが確認

されることはなく，分解調査の結果，僅かな変形，軟化が確認

されたものの，従来の設計基準事故環境下に比べ高温蒸気に対

して，より長時間（図８参照）にわたって，ＳＲＶ駆動部(シリ

ンダ)へ窒素ガスを供給する経路のシール性能が発揮され耐環

境性が向上していることを確認した。 

蒸気曝露試験後のＳＲＶ用電磁弁を分解し，主弁，ピストン

弁シート部及び主弁シート部Ｕパッキン(図５参照)シール部分

について，健全品との比較調査を行った。表２にシール部分の

分解調査結果(主弁シート部シール部分及び主弁シート部Ｕパ

ッキンシール部分)を示す。 

外観及び寸法確認の結果，主弁シート部シール部分について

は，シート部が軟化してシール部分の凹部の変形が確認された

が僅かなものであった。また，従来のフッ素ゴム材を使用する

主弁シート部Ｕパッキンについても変形が確認されたが僅かな

ものであった。 

 

表２ シール部分の分解調査結果 

（主弁シート部シール部分及び主弁シート部Ｕパッキンシール部

分） 
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（６）今後の方針 

SRV駆動部（シリンダー）へ窒素ガスを供給する経路のシール

性能が発揮されていることが確認されたことから，SRVの機能向

上させるための更なる安全性向上対策として，代替SRV駆動装置

による駆動時の高圧窒素ガス流路となるSRV用電磁弁に対して

改良EPDM材へ優先的に交換し，他のSRV用電磁弁についても計画

的に交換していく。 

 

 （６）今後の方針 

ＳＲＶ駆動部（シリンダ）へ窒素ガスを供給する経路のシー

ル性能が発揮されていることが確認されたことから，ＳＲＶの

機能向上させるための更なる安全性向上対策として，全てのＳ

ＲＶ用電磁弁について改良ＥＰＤＭ材を採用した電磁弁に交換

する。 

 

 

 

・運用の相違 
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島根２号炉は更なる

安全性向上対策として，

再稼働までに SRVの全

ての電磁弁を交換する。 

３．SRVシリンダー改良の進捗及び今後の方針について 

（１）設計方針 

SRVシリンダーのシール部においては，熱によって損傷する恐

れがあることから，高温蒸気環境下におけるシール性能を向上

させることを目的として，シリンダーピストンの作動に影響を

与えないシール部（シリンダーOリング）を，従来のフッ素ゴム

より高温耐性が優れた改良EPDM材に変更する予定である。 

また，従来のフッ素ゴム材を使用するピストンの摺動部にお

いては，ピストン全開動作時に，フッ素ゴム材のシート部（ピ

ストンOリング）の外側に改良EPDM材のシート部（バックシート

Oリング）を設置することにより，ピストンOリングが機能喪失

した場合においてもバックシートOリングによりシール機能を

維持することが可能となる改良を実施する予定である。 

ここで，既設SRVの概要図を図9に，既設シリンダー及び改良

シリンダーの概要図を図10に示す。 

なお，改良シリンダーに対しては，シリンダー単体試験，SRV

組合せ試験を実施するとともに，高温蒸気環境下におけるシリ

ンダー漏えい試験を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３．ＳＲＶシリンダ改良の進捗及び今後の方針について 

（１）設計方針 

ＳＲＶシリンダのシール部においては，熱によって損傷する

恐れがあることから，高温蒸気環境下におけるシール性能を向

上させることを目的として，シリンダピストンの作動に影響を

与えないシール部（シリンダＯリング）を，従来のフッ素ゴム

より高温耐性が優れた改良ＥＰＤＭ材に変更する予定である。 

また，従来のフッ素ゴム材を使用するピストンの摺動部にお

いては，ピストン全開動作時に，フッ素ゴム材のシート部（ピ

ストンＯリング）の外側に改良ＥＰＤＭ材のシート部（バック

シートＯリング）を設置することにより，ピストンＯリングが

機能喪失した場合においてもバックシートによりシール機能を

維持することが可能となる改良を実施する予定である。 

ここで，既設シリンダの概要図を図９に，改良シリンダの概

要図を図 10に示す。 

なお，改良シリンダに対しては，シリンダ単体試験，ＳＲＶ

組合せ試験を実施するとともに，高温蒸気環境下におけるシリ

ンダ漏えい試験を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 
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 設備仕様の相違。 
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図9 既設SRVの概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

図９ 既設シリンダ概要図 
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図10 既設シリンダー及び改良シリンダーの概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 改良シリンダ 概要図 
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（２）健全性確認試験 

改良シリンダーの健全性確認試験として，下記の表3に示すシ

リンダー単体試験，SRV組合せ試験及び蒸気曝露試験（試験装

置：図11，試験条件：図12参照）を実施し，SRV動作に対して影

響がないことの確認を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

表3．改良シリンダーの健全性確認試験内容 

 

  

 

※1：最小作動圧力   MPaで動作可能なことを確認 

※2：設計基準事故対処設備のECCS機能（ADS機能）としての系統

設計要求事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）健全性確認試験 

改良シリンダの健全性確認試験として，放射線劣化試験後（放

射線量：約  MGy），下記の表３に示すシリンダ単体試験，

ＳＲＶ組合せ試験及び蒸気曝露試験を実施し，ＳＲＶ動作に対

して影響がないことの確認を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 改良シリンダの健全性確認試験内容 

 

※１:最小作動圧力    MPaで動作可能なことを確認 

※２:設計基準事故対処設備のＥＣＣＳ機能(ＡＤＳ機能)として

の系統設計要求事項 
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図11 蒸気曝露試験装置の概要 

 

 

図12 蒸気曝露試験条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図 11 蒸気曝露試験装置の概要 
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（３）今後の方針 

①耐SA環境性の向上 

代替SRV駆動装置においては，SRV用電磁弁が機能喪失した場

合においても，SRV用電磁弁の排気ポートから窒素ガスを供給

することにより，SRV全開操作が可能な設計としていることか

ら，改良シリンダーの耐SA環境性の目標として図13に示すとお

り，格納容器の限界温度・圧力を目指す設計とする。 

 

図13 耐SA環境性向上の設計条件 

 

②DB機能に対する影響評価 

SRVシリンダーの改良は，DBA時のSRV動作に影響を与える変

更※１となることから，今後，信頼性確認試験※２を実施し，プ

ラント運転に影響を与えないことを確認する予定である。 

 

※１：改良シリンダーは，SRV本体に接続するシリンダー摺動部

となるピストン寸法及び重量が増加する 

※２：信頼性確認試験の項目は機械劣化試験，放射線劣化試験，

熱劣化試験，加振試験，耐震試験，水力学的動荷重試験，

事故時放射線試験，蒸気曝露環境試験及び作動試験等と

なる 

③スケジュール 

改良シリンダー導入の今後のスケジュールとしては，SRV本

体及び試験治工具の製作がクリチカルとなり，下記のとおり約

3年を目途に進めていく予定である。 

・200℃，2Pdの耐環境試験：6ヶ月 

・信頼性確認試験：36か月（供試体製作（標準納期24ヶ月），

試験（SRV開発時に行った項目を全て確

認した場合：12ヶ月）） 

 （３）今後の対応 

ＳＲＶシリンダの改良は，ＤＢＡ時のＳＲＶ動作に影響を

与える変更※１となることから，今後，信頼性確認試験※２を実

施し，プラント運転に影響を与えないこと及び 200℃／

0.854MPa[gage]／168hrの環境下において開保持可能できる

ことを確認した。試験条件を図 12（緑線）に示す。また，耐

環境性試験（200℃／0.854MPa[gage]／168hr）前後のシリン

ダピストン部の外観写真を図 13に示す。 

※１：改良シリンダは，ＳＲＶ本体に接続するシリンダ摺動部

となるピストン寸法及び重量が増加する 

※２：信頼性確認試験の項目は機械劣化試験，放射線劣化試験，

熱劣化試験，加振試験，耐震試験，水力学的動荷重試験，

事故時放射線試験，蒸気曝露環境試験及び作動試験等と

なる 

今後は，更なる安全性向上のため改良シリンダを採用する

こととし，実機への導入準備が整い次第，至近のプラント停

止中に設置する。 

 

図 12 試験条件 

 

（ａ）耐環境試験前    （ｂ）耐環境試験後 

図 13耐環境性試験前後のシリンダピストン部の外観写真 

 

 

 

・資料作成時点の試験進

捗による相違 

【柏崎 6/7】 
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４．シール材の健全性について 

SRV用電磁弁及びSRVシリンダーのシール材をフッ素ゴムから

改良EPDMへ変更することにより，シール機能の耐環境性向上に

ついて下記のとおり示す。 

 

① フッ素ゴム及び改良EPDM製シール材の圧縮永久ひずみ試験

について 

フッ素ゴム及び改良EPDM製シール材の圧縮永久ひずみ試

験結果の比較を表4に示す。 

表４の試験結果は，SRVが設置されている原子炉格納容器

内における事故後７日間の累積放射線量を上回る800kGyを

照射し，原子炉格納容器限界温度である200℃以上の環境に

曝露した後，フッ素ゴム及び改良EPDM製シール材の圧縮永久

ひずみを測定した結果を示している。その結果，フッ素ゴム

は800kGy，乾熱，200℃の環境に3日間（72h）曝露されるこ

とで圧縮永久ひずみが     に劣化することが予想され

るのに対して，改良EPDM製シール材は800kGy，乾熱／蒸気，

200℃の環境に7日間（168h）曝露されても圧縮永久ひずみは

最大     であることが確認できている。本結果が示す

とおり，改良EPDM製シール材はフッ素ゴムより耐環境性が十

分高いことが確認できるため，シール機能の耐環境性向上が

達成できると考えている。 

 

表4 シール材の圧縮永久ひずみ試験結果 

 

 

 

 

※圧縮永久ひずみ試験とは、所定の圧縮率をかけ変形させた後、

開放時の戻り量を評価するものである。完全に元の形状に戻

った場合を0%、全く復元せずに完全に圧縮された状態のまま

である状態を100%としている。圧縮永久ひずみ試験結果が低

い程、シール材の復元量が確保されていることを意味してお

りシール機能は健全であることを示している。 

 

 ４．シール材の健全性について 

ＳＲＶ用電磁弁及びＳＲＶシリンダのシール材をフッ素ゴ

ムから改良ＥＰＤＭへ変更することにより，シール機能の耐

環境性向上について下記のとおり示す。 

 

①フッ素ゴム及び改良ＥＰＤＭ製シール材の圧縮永久ひずみ試

験について 

フッ素ゴム及び改良ＥＰＤＭ製シール材の圧縮永久ひずみ

試験結果の比較を表４に示す。 

表４の試験結果は，ＳＲＶが設置されている原子炉格納容

器内における事故後７日間の累積放射線量を上回る 800kGy

を照射し，原子炉格納容器限界温度である 200℃以上の環境

に曝露した後，フッ素ゴム及び改良ＥＰＤＭ製シール材の圧

縮永久ひずみを測定した結果を示している。その結果，フッ

素ゴムは 800kGy，乾熱，200℃の環境に３日間（72h）曝露さ

れることで圧縮永久ひずみが   に劣化することが

予想されるのに対して，改良ＥＰＤＭ製シール材は 800kGy，

乾熱/蒸気，200℃の環境に７日間(168h)曝露されても圧縮永

久ひずみは最大  であることが確認できている。本

結果が示すとおり，改良ＥＰＤＭ製シール材はフッ素ゴムよ

り耐環境性が十分高いことが確認できるため，シール機能の

耐環境性向上が達成できると考えている。 

 

表４ シール材の圧縮永久ひずみ試験結果 

 

※圧縮永久ひずみ試験とは，所定の圧縮率をかけ変形させた後，

開放時の戻り量を評価するものである。完全に元の形状に戻

った場合を０％，全く復元せず完全に圧縮された状態を 100％

としている。圧縮永久ひずみ試験結果が低い程，シール材の

復元量が確保されていることを意味しており，シール機能は

健全であることを示している。 
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② 改良EPDM製シール材の性能確認試験について 

上記の①で示すシール材特性試験に加え，改良EPDM製シー

ル材のシール機能を確認するために，小型フランジ試験装置

を用いて事故環境下に曝露させ，性能確認試験を実施してい

る。本試験は，原子炉格納容器内における事故後7日間の累

積放射線量の目安である800kGy，格納容器限界温度である

200℃と余裕を見た250℃の環境に7日間（168h）曝露した試

験体に対してHe気密性能確認試験を実施し，格納容器限界圧

力2Pd（0.62MPa）を超える0.9MPa加圧時において漏えいがな

いことを確認した。 

 

なお，改良EPDM製シール材の試験の詳細を別紙-1「改良EPDM

シール材の試験について（平成27年11月19日審査会合資料抜

粋）」で示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②改良ＥＰＤＭ製シール材の性能確認試験について 

上記の①で示すシール材特性試験に加え，改良ＥＰＤＭ製

シール材のシール機能を確認するために，小型フランジ試験

装置を用いて事故環境下に曝露させ，性能確認試験を実施し

ている。本試験は原子炉格納容器内における事故後７日間の

累積放射線量の目安である 800kGy，格納容器限界温度である

200℃と余裕を見た 250℃の環境に７日間(168h)曝露した試験

体に対して He気密性能確認試験を実施し，格納容器限界圧力

2Pd(0.853MPa)を超える  MPa加圧時において漏えいがな

いことを確認した。 

 

なお，改良ＥＰＤＭ製シール材の試験の詳細を別紙-1「改

良ＥＰＤＭシール材の試験について」で示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の違い 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7（ABWR）と島

根２号炉（Mark-Ⅰ改）

の最高使用圧力の相違。 
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別紙-1 

 

改良EPDMシール材の試験について 

 

改良EPDMシール材について，耐高温性，耐蒸気性を確認するた

めに，800kGyのガンマ線照射を行った材料を用いて，高温曝露又

は蒸気曝露を行った後，気密確認試験を実施して漏えいの有無を

確認した。また，試験後の外観観察，FT-IR分析及び硬さ測定を行

い，曝露後のシール材の状況を確認した。本試験に使用した試験

治具寸法を図1，外観を図2に示す。シール材の断面寸法は実機の

1/2とし，内側の段差1mmに加えて外側からも高温空気又は蒸気に

曝露されるため，実機条件と比較して保守的な条件となると想定

される。試験の詳細と結果を以下に記載する。 

 

①高温曝露 

熱処理炉を使用して200℃，168hの高温曝露を実施した。 

②蒸気曝露 

東京電力技術開発センター第二研究棟の蒸気用オートクレ

ーブを使用して，1MPa，250℃の蒸気環境下で168時間曝露を

実施した。蒸気用オートクレーブの系統図を図3に，試験体設

置状況を図4に示す。 

③He気密確認試験 

高温曝露及び蒸気曝露後の試験体について，Heを用いて気

密試験を実施した。負荷圧力は0.3MPa，0.65MPa，0.9MPaとし，

スヌープでのリーク確認と，0.3MPaは保持時間10分，0.65MPa

及び0.9MPaは保持時間30分で圧力降下の有無を確認した。ま

た，0.8mmの隙間ゲージを用いて開口変位を模擬した気密確認

試験も実施した（実機1.6mm相当の変位）。試験状況を図5，6

に，試験結果を表1に示す。いずれの条件下でもリーク及び圧

力降下は認められなかった。 

④試験後外観観察 

デジタルマイクロスコープを用いてHe気密確認試験後のシ

ール材表面を観察した。観察結果を図7に示す。シール材表面

に割れ等の顕著な劣化は認められなかった。 

 

 

 

 

 別紙-1 

 

改良ＥＰＤＭシール材の試験について 

 

改良ＥＰＤＭシール材について，耐高温性，耐蒸気性を確認す

るために，800kGyのガンマ線照射を行った材料を用いて，高温曝

露又は蒸気曝露を行った後，気密確認試験を実施して漏えいの有

無を確認した。また，試験後の外観観察，ＦＴ－ＩＲ分析及び硬

さ測定を行い，曝露後のシール材の状況を確認した。本試験に使

用した試験治具寸法を図１，外観を図２に示す。シール材の断面

寸法は実機の１／２とし，内側の段差１mmに加えて外側からも高

温空気又は蒸気に曝露されるため，実機条件と比較して保守的な

条件となると想定される。試験の詳細と結果を以下に記載する。 

 

①高温曝露 

熱処理炉を使用して 200℃，168hの高温曝露を実施した。 

②蒸気曝露 

東京電力技術開発センター第二研究棟の蒸気用オートクレ

ーブを使用して，１MPa，250℃の蒸気環境下で 168時間曝露

を実施した。蒸気用オートクレーブの系統図を図３に，試験

体設置状況を図４に示す。 

③He機密確認試験 

高温曝露及び蒸気曝露後の試験体について，Heを用いて気

密試験を実施した。負荷圧力は 0.3MPa，0.65MPa，0.9MPaと

し，スヌープでのリーク確認と，0.3MPa は保持時間 10分，

0.65MPa及び 0.9MPaは保持時間 30分で圧力降下の有無を確

認した。また，0.8mmの隙間ゲージを用いて開口変位を模擬

した機密確認試験も実施した（実機 1.6mm相当の変位）。試験

状況を図５，６に，試験結果を表 1に示す。いずれの条件下

でもリーク及び圧力降下は認められなかった。 

④試験後外観観察 

デジタルマイクロスコープを用いて He気密確認試験後の

シール材表面を観察した。観察結果を図７に示す。シール材

表面に割れ等の顕著な劣化は認められなかった。 
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図1 試験治具寸法 

 

 

 

図 1 試験治具寸法 

 

 

 

図2 試験治具及びシール材外観 

 

  

 

図２ 試験治具及びシール材外観 

 

 

 

 

図3 蒸気用オートクレーブ系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図３ 蒸気用オートクレーブ系統図 
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図4 蒸気曝露試験体設置状況 

  

 
図４ 蒸気曝露試験体設置状況 

 

 

 

 

 

 

  

 

 図５ Ｈｅ気密確認試験状況  図６  Ｈｅ気密試験時開口模擬

（隙間ゲージ使用） 

 

 

表1 He気密確認試験状況 

 

 

 

 

 

 

 表１ He気密試験確認状況 

 

 

 

図 5 He気密確認試験状況 

図6 He気密試験時開口模擬 

（隙間ゲージ使用） 
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図7 試験後外観観察結果 

（a: 乾熱200℃，168h， b，c:蒸気250℃，168h） 

 

  

 

図７ 試験後外観観察結果 

（ａ:乾熱 200℃，168h  ｂ，ｃ:蒸気 250℃，168h） 

 

⑤ FT-IR分析 

試験後のシール材のFT-IR分析結果を図8，9に示す。FT-IR

は赤外線が分子結合の振動や回転運動のエネルギーとして吸

収されることを利用して，試料に赤外線を照射して透過又は

反射した光量を測定することにより分子構造や官能基の情報

を取得可能である。高温曝露中に空気が直接接触する位置（曝

露面）では，ベースポリマーの骨格に対応するピークが消失

していたが，その他の分析位置，曝露条件では顕著な劣化は

認められなかった。 

 

 ⑤ＦＴ－ＩＲ分析 

試験後のシール材のＦＴ－ＩＲ分析結果を図８，９に示す。

ＦＴ－ＩＲは赤外線が分子結合の振動や回転運動のエネルギ

ーとして吸収されることを利用して，試料に赤外線を照射し

て透過又は反射した光量を測定することにより分子構造や官

能基の情報を取得可能である。高温曝露中に空気が直接接触

する位置（曝露面）では，ベースポリマーの骨格に対応する

ピークが消失していたが，その他の分析位置，曝露条件では

顕著な劣化は認められなかった。 

 

 

 

 

図8 FT-IR分析結果（曝露面） 

 

 

 

 

 

  

 

図８ ＦＴ－ＩＲ分析結果（曝露面） 
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図9 FT-IR分析結果（シート面） 

 

  

 

図９ ＦＴ－ＩＲ分析結果（シート面） 

 

⑥ 硬さ測定 

試験後のシール材の硬さ測定結果を図10に示す。曝露面，

シート面，裏面，断面の硬さを測定した。曝露面において，

乾熱200℃，168h条件では酸化劣化によって硬さが顕著に上昇

していた。その他の部位，条件では，蒸気250℃，168h条件の

曝露面で若干の軟化が確認された以外，硬さは初期値近傍で

あり，顕著な劣化は確認されなかった。 

 

図10 硬さ測定結果 

 

以上の試験結果から，200℃，2Pd，168hの条件下では，改良

EPDMシール材を使用した場合は，圧力上昇時のフランジ部の開

口を勘案しても原子炉格納容器フランジ部の気密性は保たれる

と考えられる。 

以 上 

 

 ⑥硬さ測定 

試験後のシール材の硬さ測定結果を図 10に示す。曝露面，

シート面，裏面，断面の硬さを測定した。曝露面において，

乾熱 200℃，168h条件では酸化劣化によって硬さが顕著に上

昇していた。その他の部位，条件では，蒸気 250℃，168h条

件の曝露面で若干の軟化が確認された以外，硬さは初期値近

傍であり，顕著な劣化は確認されなかった。 

 

 

図 10 硬さ測定結果 

 

以上の試験結果から，200℃，２Pd，168hの条件下では，改

良ＥＰＤＭシール材を使用した場合は，圧力上昇時のフランジ

部の開口を勘案しても原子炉格納容器フランジ部の気密性は保

たれると考えられる。 
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44.非常用ガス処理系の使用を考慮した評価について 

 

柏崎刈羽原子力発電所6 号及び7 号炉においては，重大事故時

における現場作業の成立性を確かなものにするため，必要な対策

を実施の上，以下の運用を行うこととしている。 

 

・作業現場の放射線量の上昇の緩和のため，非常用ガス処理系

を起動する 

・全交流電源喪失時においても屋外作業を行わずに速やかに非

常用ガス処理系を使用できるよう，ガスタービン発電機を中

央制御室から遠隔操作により起動する 

 

ここでは，非常用ガス処理系の運転を考慮した場合の重大事

故時における作業時の被ばく線量を確認した。 

なお，格納容器ベント実施に伴う現場作業の線量影響の評価

条件及び評価結果の詳細は，「重大事故等対処設備について 別

添資料-1 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備（格

納容器圧力逃がし装置）について」の別紙33 に示す。 

また，中央制御室での被ばく線量については，「59 条 原子炉

制御室（補足説明資料） 59-11 原子炉制御室の居住性に係る被

ばく評価について」に示す。 

 

1.現場の作業環境 

現場の作業環境の評価結果を表1 に示す。評価の結果，被ば

く線量は最大でも約87mSvとなった。このことから，各々の現場

作業は作業可能であることを確認した。 

なお，作業の評価条件及び評価結果の詳細は別紙「給油等の

現場作業の線量影響について」に示す。 

資料なし 31．非常用ガス処理系の使用を考慮した評価について 

 

島根原子力発電所２号炉においては，重大事故時における現場

作業の成立性を確かなものにするため，必要な対策を実施の上，

以下の運用を行うこととしている。 

 

・作業現場の放射線量の上昇の緩和のため，非常用ガス処理系

を起動する 

・全交流電源喪失時においても屋外作業を行わずに速やかに非

常用ガス処理系を使用できるよう，ガスタービン発電機を中

央制御室から遠隔操作により起動する 

 

ここでは，非常用ガス処理系の運転を考慮した場合の重大事故

時における作業時の被ばく線量を確認した。 

なお，格納容器ベント実施に伴う現場作業の線量影響の評価条

件及び評価結果の詳細は，「重大事故等対処設備について 別添資

料-１ 格納容器フィルタベント系について」の別紙８に示す。 

 

また，中央制御室での被ばく線量については，「59条 運転員

が原子炉制御室にとどまるための設備（補足説明資料）59-11原

子炉制御室の居住性に係る被ばく評価について」に示す。 

 

１．現場の作業環境 

現場の作業環境の評価結果を表１に示す。評価の結果，被ば

く線量は最大でも約 53mSv となった。このことから，各々の現

場作業は作業可能であることを確認した。 

なお，作業の評価条件及び評価結果の詳細は別紙「給油等の

現場作業の線量影響について」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 
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表1 有効性評価（重大事故）で想定する主な現場作業と放射線環

境 

 

※評価結果が最大となる「大容量送水車（熱交換器ユニット用）

への燃料給油作業」の値を示す 

  

表１ 有効性評価（重大事故）で想定する主な現場作業と放射線

環境 

低圧原子炉代

替注水槽への

補給準備 

・大量送水車による輪谷貯水槽か

ら低圧原子炉代替注水槽への補

給 

約 23mSv 

各機器への給

油 

・ガスタービン発電機用軽油タン

クからタンクローリへの補給 

・大量送水車，大型送水ポンプ車，

可搬式窒素供給装置への燃料給

油作業 

約 19mSv※ 

常設代替交流

電源設備から

の受電操作 

・常設代替交流電源設備準備操作

及び運転状態確認（ガスタービ

ン発電機） 

・Ｍ／Ｃ受電操作，受電確認 

約 41mSv 

原子炉補機代

替冷却系運転

操作 

・原子炉補機代替冷却系準備操作，

運転状態監視 
約 53mSv 

※格納容器フィルタベント実施後に，タンクローリから大量送水

車，可搬式窒素供給装置，大型送水ポンプ車に順に給油すると

きの値を示す 

 

・評価結果の相違 
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別紙 

 

給油等の現場作業の線量影響について 

 

重大事故時における現場作業は放射線環境下での作業となる。

ここでは，有効性評価（重大事故）で想定する主な現場作業のう

ち，別紙表1 に示す作業について作業時の被ばく線量の評価を行

った。作業の時間帯等を別紙表2 に示す。また，各現場作業にお

ける線量影響評価で採用した評価点を別紙図1 から別紙図4 に示

す。 

各作業の評価時間には作業場所への往復時間を含めた。なお，

移動中における線量率が作業中における線量率と異なることを考

慮し，作業によっては，作業中と移動中で異なる場所を評価点と

設定し評価した。線源強度や大気拡散評価等の評価条件は，「重大

事故等対処設備について 別添資料-1 原子炉格納容器の過圧破損

を防止するための設備（格納容器圧力逃がし装置）について」の

別紙33 と同じとした。また，格納容器ベント実施後の作業は，7 号

炉にてW/W ベントを実施した場合を代表として評価した。評価結

果を別紙表2 に示す。 

評価の結果，被ばく線量は最大でも約87mSv となった。このこ

とから，各々の現場作業は作業可能であることを確認した。 

 

別紙表1 有効性評価（重大事故）で想定する主な現場作業 

 

 

 別紙 

 

給油等の現場作業の線量影響について 

 

重大事故時における現場作業は放射線環境下での作業となる。

ここでは，有効性評価（重大事故）で想定する主な現場作業のう

ち，別紙表１に示す作業について作業時の被ばく線量の評価を行

った。作業の時間帯等を別紙表２に示す。また，各現場作業にお

ける線量影響評価で採用した評価点を別紙図１から別紙図３に示

す。 

各作業の評価時間には作業場所への往復時間を含めた。なお，

移動中における線量率が作業中における線量率と異なることを考

慮し，作業によっては，作業中と移動中で異なる場所を評価点と

設定し評価した。線源強度や大気拡散評価等の評価条件は，「重大

事故等対処設備について 補足説明資料 59-11 原子炉制御室の

居住性（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評価について」と同じ

とした。また，格納容器ベント実施後の作業は，Ｗ／Ｗベントを

実施した場合を代表として評価した。評価結果を別紙表２に示す。 

 

評価の結果，被ばく線量は最大でも約 53mSvとなった。このこ

とから，各々の現場作業は作業可能であることを確認した。 

 

別紙表１ 有効性評価（重大事故）で想定する主な現場作業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 作業項目 具体的な運転操作・作業内容 

低圧原子炉代

替注水槽への

補給準備 

・大量送水車による輪谷貯水槽から低圧原子炉代替注水槽への補

給 

各機器への給

油 

・ガスタービン発電機用軽油タンクからタンクローリへの補給 

・大量送水車，大型送水ポンプ車，可搬式窒素供給装置への燃料

給油作業 

常設代替交流

電源設備から

の受電操作 

・常設代替交流電源設備準備操作及び運転状態確認（ガスタービ

ン発電機） 

・Ｍ／Ｃ受電操作，受電確認 

原子炉補機代

替冷却系運転

操作 

・原子炉補機代替冷却系準備操作，運転状態監視 
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・設備設計，運用，評価

条件の相違 
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別紙図1 復水貯蔵槽への補給 

 

 

 

別紙図2 代替原子炉補機冷却系運転操作（7 号炉対応時） 

  

 

 

別紙図１ 低圧原子炉代替注水槽への補給，原子炉補機代替冷却系

準備操作及び各機器への給油時の線量評価点 

 

 

別紙図２ 屋外移動中の評価点 
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別紙図3 大容量送水車への給油 

 

 

 

 

別紙図4 可搬型代替注水ポンプへの給油 

  

 

 

別紙図３ 常設代替交流電源設備からの受電操作の評価点 
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45. 原子炉圧力容器の破損位置について 

 

原子炉圧力容器の破損について，MAAP では，以下の破損モ

ードから判定された破損モードが適用される。 

 

a) 下部ヘッド貫通部への溶融物流入による破損 

b) 下部ヘッド貫通部の逸出 

c) デブリジェットの衝突による下部ヘッドの局所破損 

d) 金属層による原子炉圧力容器壁の破損 

e) 原子炉圧力容器のクリープ破損 

 

原子炉圧力容器の下部ヘッドは径方向（5 ノード）及び厚さ

方向（5 ノード）に分割されており，ノードごとに破損に至っ

ているかの判定が行われる。第1 図に原子炉圧力容器下部ヘッ

ドのノード分割の概念図を示す。 

有効性評価（※1）においては，下部プレナムへ移行した溶

融炉心の加熱により，原子炉圧力容器下部の中心部ノードの温

度が最も高くなり，制御棒駆動機構ハウジング溶接部のひずみ

量がしきい値（0.1）に至る原子炉圧力容器破損（※2）が最初

に発生する結果となっている。 

 

 

 

 

 

 

径方向のノードごとの制御棒駆動機構ハウジング溶接部の

ひずみ量の推移を第2 図に，原子炉圧力容器下部ヘッド温度の

推移を第3 図に示す。第2 図に示すとおり，原子炉圧力容器下

部の中心ノードに該当するノード1 のひずみ量がしきい値

（0.1）に達して原子炉圧力容器破損に至っている。また，第3 

図に示すとおり，ノード1 が高温を長時間維持していることが

確認された。 

 

※1：DCH，炉外FCI 及びMCCI にて対象としている事故シーケ

ンス 

添付資料 3.2.17 

 

原子炉圧力容器の破損位置について 

 

 解析コードＭＡＡＰでは，原子炉圧力容器の破損モードとし

て以下のものが考慮されており，解析においてはこれらの中か

ら判定された破損モードが適用される。 

  a) 下部ヘッド貫通部への溶融物流入による破損 

  b) 下部ヘッド貫通部の逸出 

  c) デブリジェットの衝突による下部ヘッドの局所破損 

  d) 金属層による原子炉圧力容器壁の破損 

  e) 原子炉圧力容器のクリープ破損 

 

 原子炉圧力容器の下部ヘッドは径方向（5ノード）及び厚さ

方向（5ノード）に分割されており，ノードごとに破損に至っ

ているかの判定が行われる。第 1図に原子炉圧力容器下部ヘッ

ドのノード分割の概念図を示す。 

 有効性評価のうち，3.2高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直

接加熱にて対象としている事故シーケンス「過渡事象＋高圧炉

心冷却失敗＋原子炉減圧失敗＋炉心損傷後の原子炉減圧失敗

（＋ＤＣＨ）」（「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相

互作用」及び「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」の評価

事故シーケンスへの対応及び事象進展と同じ）においては，下

部プレナムへ移行した溶融炉心からの加熱により，原子炉圧力

容器下部の中心部ノードの温度が最も高くなり，制御棒駆動機

構ハウジング溶接部のひずみ量がしきい値（0.1）に至ること

による原子炉圧力容器破損（「b)下部ヘッド貫通部の逸出」に

該当）が最初に判定される結果となっている。 

 径方向のノードごとの制御棒駆動機構ハウジング溶接部の

ひずみ量の推移を第 2図に，原子炉圧力容器下部ヘッド温度の

推移を第 3図に示す。第 2図に示すとおり，原子炉圧力容器下

部の中心ノードに該当するノード 1 のひずみ量がしきい値

（0.1）に達して原子炉圧力容器破損に至っている。また，第

3図に示すとおり，ノード 1が高温を長時間維持していること

が確認された。 

 

 

 

 

 

32．原子炉圧力容器の破損位置について 

 

原子炉圧力容器の破損について，ＭＡＡＰでは，以下の破

損モードから判定された破損モードが適用される。 

 

a）下部ヘッド貫通部への溶融物流入による破損 

b）下部ヘッド貫通部の逸出 

c）デブリジェットの衝突による下部ヘッドの局所破損 

d）金属層による原子炉圧力容器壁の破損 

e）原子炉圧力容器のクリープ破損 

 

原子炉圧力容器の下部ヘッドは径方向（５ノード）及び厚

さ方向（５ノード）に分割されており，ノードごとに破損に

至っているかの判定が行われる。図１に原子炉圧力容器下部

ヘッドのノード分割の概念図を示す。 

有効性評価（※１）においては，下部プレナムへ移行した

溶融炉心の加熱により，原子炉圧力容器下部の中心部ノード

の温度が最も高くなり，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の

ひずみ量がしきい値（0.1）に至る原子炉圧力容器破損（※２）

が最初に発生する結果となっている。 

 

 

 

 

 

 

径方向のノードごとの制御棒駆動機構ハウジング溶接部の

ひずみ量の推移を図２に，原子炉圧力容器下部ヘッド温度の

推移を図３に示す。図２に示すとおり，原子炉圧力容器下部

の中心ノードに該当するノード１のひずみ量がしきい値

（0.1）に達して原子炉圧力容器破損に至っている。また，図

３に示すとおり，ノード１が高温を長時間維持していること

が確認された。 

 

※１：ＤＣＨ，炉外ＦＣＩ及びＭＣＣＩにて対象としている

事故シーケンス 
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（過渡事象＋高圧注水失敗＋低圧注水失敗＋損傷炉心冷却

失敗） 

 

※2：「b) 下部ヘッド貫通部の逸出」に該当 

 

 

 

第1 図 原子炉圧力容器下部ヘッドのノード分割（概念図） 

 

第2 図 径方向のノードごとの制御棒駆動機構ハウジング溶接

部のひずみ量 

 

 

第3 図 径方向のノードごとの原子炉圧力容器下部ヘッド温度 

 

 

 

 

 

第 1図 原子炉圧力容器下部ヘッドのノード分割（概念図） 

 

第 2図 径方向のノードごとの制御棒駆動機構ハウジング溶接

部のひずみ量 

 

 

第 3図 径方向のノードごとの原子炉圧力容器下部ヘッド温度 

 （過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋炉心

損傷後の原子炉注水（重大事故等対策を含む）失敗＋デ

ブリ冷却失敗） 

※２：「b）下部ヘッド貫通部の逸出」に該当 

 

 

図１ 原子炉圧力容器下部ヘッドのノード分割（概念図） 

 

図２ 径方向のノードごとの制御棒駆動機構ハウジング溶

接部のひずみ量 

 

 

図３ 径方向のノードごとの原子炉圧力容器下部ヘッド温度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 事象進展の相違によ

るタイミングの相違は

あるものの，同様の挙動

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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46．逃がし安全弁（SRV）出口温度計による炉心損傷の検知性につ

いて 

炉心損傷開始の判断は，格納容器内雰囲気放射線レベル計によ

り行うが，逃がし安全弁（SRV）出口温度計による炉心損傷の検知

性については以下の通り。 

１．SRV 出口温度計の設備概要 

SRV 出口温度計は，原子炉運転中にSRV からの漏えいを検出

するために，SRV の吐出配管に設けており，測定範囲は0～300℃

である。温度検出器は，SRV 本体からの熱伝導による誤検出を

防ぐために，弁本体から十分離れた位置に取り付けている（図

１参照）。 

２．原子炉水位低下時の原子炉圧力容器内温度の概略挙動 

事故発生後，原子炉水位が低下する過程において，炉心が冠

水した状態では，炉心部及び原子炉圧力容器ドーム部の温度は，

ともに定格原子炉圧力（7.07MPa［gage］）ないしはSRV 動作圧

力（安全弁機能の最大8.20MPa［gage］）に対応する飽和蒸気温

度近傍（約287℃～約298℃）となる。 

さらに原子炉水位が低下すると，炉心が露出した炉心部と原

子炉圧力容器ドーム部は過熱蒸気雰囲気となり，温度は飽和蒸

気温度を超えて上昇する。 

３．SRV 出口温度計による炉心損傷の検知性 

事故発生後，SRV による減圧を行うと，SRV 出口温度計は原

子炉圧力容器ドーム部の温度に相当する温度を指示すると考え

られる。 

原子炉水位の低下により炉心が露出し，原子炉圧力容器ドー

ム部が過熱蒸気雰囲気となっている状態でSRV を開放した場

合，SRV 出口温度計の指示値は，飽和蒸気温度近傍よりも高い

温度を示し，さらに過熱度が大きいと温度計の測定範囲（300℃）

を超えるため，指示値はオーバースケールになると考えられる。 

一方，炉心が露出した場合において，炉心は蒸気冷却等によ

り健全性を維持している場合と，損傷している場合が考えられ

る。 

したがって、不確実さはあるものの，SRV 出口温度計のオー

バースケールにより炉心損傷を検知できる可能性がある。 

3 逃がし安全弁出口温度による炉心損傷の検知性について 

炉心損傷開始の判断は，格納容器雰囲気放射線モニタにより行

うが，逃がし安全弁（以下「ＳＲＶ」という。）出口温度（排気

管温度）による炉心損傷の検知性については以下のとおり。 

1. ＳＲＶ排気管温度の計装設備概要

ＳＲＶ排気管温度は，原子炉運転中にＳＲＶからの漏えいを

検出するために，ＳＲＶの吐出配管に設けており，測定範囲は

0℃～300℃である。温度検出器は，ＳＲＶ本体からの熱伝導に

よる誤検出を防ぐために，弁本体から十分離れた位置に取り付

けている。（第 1図参照） 

2. 原子炉水位低下時の原子炉圧力容器内温度の概略挙動

事故発生後，原子炉水位が低下する過程において，炉心が冠

水した状態では，炉心部及び原子炉圧力容器ドーム部の温度は，

ともに定格原子炉圧力(6.93MPa[gage])ないしはＳＲＶ動作圧

力（安全弁機能の最大 8.31MPa[gage]）に対応する飽和蒸気温

度近傍（約 286℃～約 299℃）となる。 

さらに，原子炉水位が低下すると，炉心が露出した炉心部と

原子炉圧力容器ドーム部は過熱蒸気雰囲気となり，温度は飽和

蒸気温度を超えて上昇する。 

3. ＳＲＶ排気管温度による炉心損傷の検知性

事故発生後，ＳＲＶによる減圧を行うと，ＳＲＶ排気管温度

は原子炉圧力容器ドーム部の温度に相当する温度を指示すると

考えられる。 

原子炉水位の低下により炉心が露出し，原子炉圧力容器ドー

ム部が過熱蒸気雰囲気となっている状態でＳＲＶを開放した場

合，ＳＲＶ排気管温度の指示値は，飽和蒸気温度近傍よりも高

い温度を示し，更に過熱度が大きいと温度計の測定範囲（300℃）

を超えるため，指示値はオーバースケールになると考えられる。 

一方，炉心が露出した場合において，炉心は蒸気冷却等によ

り健全性を維持している場合と，損傷している場合が考えられ

る。 

したがって，不確実さはあるものの，ＳＲＶ排気管温度計の

オーバースケールにより炉心損傷を検知できる可能性がある。

33．逃がし安全弁（ＳＲＶ）出口温度計による炉心損傷の検知性

について 

炉心損傷開始の判断は，原子炉格納容器雰囲気放射線モニタに

より行うが，逃がし安全弁（以下「ＳＲＶ」という）出口温度計

による炉心損傷の検知性については以下のとおり。 

１．ＳＲＶ出口温度計の設備概要 

ＳＲＶ出口温度計は，原子炉運転中にＳＲＶからの漏えいを検

出するために，ＳＲＶの排出配管に設けており，測定範囲は０～

300℃である。温度検出器は，ＳＲＶ本体からの熱伝導による誤検

出を防ぐために，弁本体から十分離れた位置に取り付けている（図

１参照）。 

２．原子炉水位低下時の原子炉圧力容器内温度の概略挙動 

事故発生後，原子炉水位が低下する過程において，炉心が冠水

した状態では，炉心部及び原子炉圧力容器ドーム部の温度は，と

もに定格原子炉圧力（6.93MPa [gage]）ないしはＳＲＶ動作圧力

（安全弁機能の最大 8.35MPa[gage]）に対応する飽和蒸気温度近

傍（約 286℃～約 299℃）となる。 

さらに原子炉水位が低下すると，炉心が露出した炉心部と原子

炉圧力容器ドーム部は過熱蒸気雰囲気となり，温度は飽和蒸気温

度を超えて上昇する。 

３．ＳＲＶ出口温度計による炉心損傷の検知性 

事故発生後，ＳＲＶによる減圧を行うと，ＳＲＶ出口温度計は

原子炉圧力容器ドーム部の温度に相当する温度を指示すると考え

られる。 

原子炉水位の低下により炉心が露出し，原子炉圧力容器ドーム

部が過熱蒸気雰囲気となっている状態でＳＲＶを開放した場合，

ＳＲＶ出口温度計の指示値は，飽和蒸気温度近傍よりも高い温度

を示し，さらに過熱度が大きいと温度計の測定範囲（300℃）を超

えるため，指示値はオーバースケールになると考えられる。 

一方，炉心が露出した場合において，炉心は蒸気冷却等により

健全性を維持している場合と，損傷している場合が考えられる。 

したがって，不確実さはあるものの，ＳＲＶ出口温度計のオー

バースケールにより炉心損傷を検知できる可能性がある。 

・設備設計の相違

【柏崎 6/7，東海第二】

 　設備仕様の相違。 
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４．SRV 出口温度計測と原子炉圧力容器温度計測 

SRV 出口温度と原子炉圧力容器温度は中央制御室にて確認可

能であるが，故障等により中央制御室で確認できない場合，SRV 

出口温度の可搬型計測器による測定は現場盤で実施する必要が

あり，原子炉圧力容器温度は中央制御室で実施可能である。そ

のため，可搬型計測器による測定が必要になった場合は，炉心

損傷確認の精度が高く，中央制御室で測定が可能な原子炉圧力

容器温度の測定を実施する。 

 

 

図１．SRV 出口温度計の概略設置図 

4. ＳＲＶ排気管温度計測と原子炉圧力容器温度計測 

ＳＲＶ排気管温度と原子炉圧力容器温度は中央制御室にて確

認可能であるが，故障等より中央制御室で確認できない場合，

中央制御室において可搬型計測器による測定が可能である。可

搬型計測器による測定が必要になった場合は，炉心損傷確認の

精度が高い原子炉圧力容器温度の測定を優先する。 

 

 

第 1図 逃がし安全弁排気管温度の概略設置図 

４．ＳＲＶ出口温度計測と原子炉圧力容器温度計測 

ＳＲＶ出口温度と原子炉圧力容器温度は中央制御室にて確認

可能であるが，故障等により中央制御室で確認できない場合，

その他の建物内の補助盤室において可搬型計測器による測定が

可能である。可搬型計測器による測定が必要になった場合は，

炉心損傷確認の精度が高い原子炉圧力容器温度の測定を優先す

る。 

 

 

 

図１ 逃がし安全弁出口温度計の概略設置図 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

可搬型計測器の接続

場所の相違。 
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48.炉心損傷前に発生する可能性がある水素の影響について 

 

 

 

BWR において，炉心損傷前に原子炉格納容器内で水素を発生さ

せ得る現象としては，原子炉格納容器内のグレーチングに含まれ

る亜鉛と水蒸気の反応等が考えられる。 

ここでは，柏崎刈羽原子力発電所6 号及び7 号炉において，炉

心損傷前に水素ガスが発生した場合の影響を考察する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．発生し得る水素量について 

有効性評価の添付資料3.1.2.4「原子炉格納容器内に存在する亜

鉛及びアルミニウムの反応により発生する水素ガスの影響につい

て」において，上記の現象によって，原子炉格納容器内に存在す

る亜鉛及びアルミニウムが全量反応した場合に，発生し得る水素

ガスの量を，表1 のとおりに評価している。 

 

表1 水素ガスの発生量 

 

 

 

添付資料 3.1.2.10 

 

格納容器内に存在するアルミニウム／亜鉛の反応により 

発生する水素の影響について 

 

1. はじめに 

  格納容器内では配管の保温材等にアルミニウムを使用してお

り，サプレッション・プール水ｐＨ制御装置により注入される

水酸化ナトリウムが格納容器内に存在するアルミニウムに被水

すると化学反応により水素が発生する。 

  また，格納容器内のグレーチングには亜鉛メッキが施されて

おり，亜鉛も同様に水酸化ナトリウムと反応して水素が発生す

る。 

  以上の化学反応が，格納容器内の水素発生量及び格納容器圧

力上昇に与える影響を評価する。なお，実際に水酸化ナトリウ

ムと反応する金属は，格納容器スプレイの飛散範囲と考えられ

るが，保守的に格納容器内全ての亜鉛とアルミニウムが反応し，

水素が発生するとして評価を行う。 

 

 

 

 

2. 影響評価 

 (1) 格納容器内アルミニウム量及び亜鉛量 

   格納容器内でアルミニウムを使用している構造物は配管保

温材等であり，重量は約 1,027kgである。 

   一方，格納容器内で亜鉛を使用している構造物はグレーチ

ングの亜鉛メッキ等であり，重量は約 4,244kgである。 

 

 (2) アルミニウム及び亜鉛と水酸化ナトリウムの化学反応によ

る水素発生量 

  ａ．アルミニウムと水酸化ナトリウムの化学反応によって発

生する水素量 

    式(a)より，アルミニウム 1mol に対して水素発生量は

1.5molであり，アルミニウムの原子量が 27，水素の原子量

が 2 であるため，アルミニウム 9kg に対して水素 1kg が発

 

 

34. 炉心損傷前に発生する可能性がある水素の影響について 

 

 

 

ＢＷＲにおいて，炉心損傷前に原子炉格納容器内で水素を発生

させ得る現象としては，原子炉格納容器内のグレーチングに含ま

れる亜鉛と水蒸気の反応等が考えられる。 

ここでは，島根原子力発電所２号炉において，炉心損傷前に水

素ガスが発生した場合の影響を考察する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．発生し得る水素量について 

有効性評価の添付資料 3.1.2.3「原子炉格納容器内に存在する

亜鉛及びアルミニウムの反応により発生する水素ガスの影響につ

いて」において，上記の現象によって，原子炉格納容器内に存在

する亜鉛及びアルミニウムが全量反応した場合に，発生し得る水

素ガスの量を，表１のとおりに評価している。 

 

表１ 水素ガスの発生量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 
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2.水素ガスの発生による影響について 

(1)格納容器圧力への影響 

亜鉛及びアルミニウムにより発生する水素を考慮しても，炉心

損傷前の格納容器ベント時の格納容器圧力(0.31MPa[gage])に対

する寄与は約3％程度であり，有意な影響はないと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生する。 

  ｂ．亜鉛と水酸化ナトリウムの化学反応によって発生する水

素量 

    式(b)より，亜鉛 1molに対して水素発生量は 1molであり，

亜鉛の原子量が 65.4，水素の原子量が 2であるため，亜鉛

32.7kgに対して水素 1kgが発生する。 

 

   以上より，格納容器内全てのアルミニウム及び亜鉛が水酸

化ナトリウムと反応した場合，アルミニウムとの反応により

約 115kg，亜鉛との反応により約 131kg の合計約 246kg の水

素が発生する。 

 

3. 発生する水素による圧力上昇の影響 

  発生する水素による格納容器圧力上昇の影響を確認するた

め，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温）

（代替循環冷却系を使用する場合）」シーケンスにおいて，事象

初期から 246kg の水素が格納容器内に存在するものと保守的に

仮定し，格納容器圧力を評価した。 

  第 1図に示すとおり，格納容器スプレイによって圧力抑制す

ることが可能である。また，90分後に代替循環冷却系の起動に

よって，格納容器圧力は降下し，限界圧力 0.62MPa[gage]に到

達することはない。このように，事象初期における格納容器圧

力の挙動は，アルミニウム及び亜鉛の化学反応により発生する

水素を考慮しない場合と大きな違いはない。これは，格納容器

圧力が水蒸気の影響を大きく受けているためであると考えられ

る。このことから，アルミニウム及び亜鉛が水酸化ナトリウム

と反応し発生する水素による格納容器圧力への有意な影響はな

い。また，炉心損傷前も影響は同様である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．水素ガスの発生による影響について 

（１）格納容器圧力への影響 

亜鉛及びアルミニウムにより発生する水素を考慮しても，炉心

損傷前の格納容器ベント時の格納容器圧力(427kPa[gage]と仮定)

に対する寄与は約 16％程度であり，有意な影響は小さいと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，発生す

る水素による圧力上昇

への影響をモル分率を

用いて確認している。 
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(2)水素濃度への影響 

燃料棒の健全性が損なわれず，よう素が冷却材中に放出されな

い条件(純水)※において，G 値は以下のとおりとなる[1] 

・沸騰条件 ：0.2（H2）/0.1（O2） 

・非沸騰条件：0（H2）/0（O2） 

 

炉心損傷に至らない場合，燃料がヒートアップし，炉心内での

沸騰が長期間継続することはないと考えると，過渡的に短時間の

沸騰が生じる可能性はあるものの，G値はほぼゼロと考えられるこ

とから，水素濃度が4vol%に至ることはないと考えられる。なお，

炉心損傷に至らない場合，燃料被覆管温度は低く維持されること

から，ジルコニウム-水反応による水素も実質発生しないと考えら

れる。 

また，炉心損傷前の格納容器ベント時の気相部のモル分率にお

いて，1.で示した水素を考慮した場合も水素のモル分率は約0.03

であり，有意な影響はないと考えられる。 

 

 

 

 

(3)酸素濃度への影響 

 

 

仮に，炉心内で沸騰状態が長期間継続し，水の放射線分解によ

 

 

第 1図 格納容器圧力の推移 

 

 

4. 水素燃焼への影響について 

  水素及び酸素の可燃限界は，水素濃度 4vol％以上かつ酸素濃

度 5vol％以上である。ＢＷＲの格納容器内は窒素により不活性

化されており，本反応では酸素の発生はないことから，本反応

単独での水素の燃焼は発生しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）水素濃度への影響 

燃料棒の健全性が損なわれず，よう素が原子炉冷却材中に放出

されない条件(純水)※において，Ｇ値は以下のとおりとなる[1]  

・沸騰条件 ：0.2（H2）／0.1（O2） 

・非沸騰条件：0（H2）／0（O2） 

 

炉心損傷に至らない場合，燃料がヒートアップし，炉心内での

沸騰が長期間継続することはないと考えると，過渡的に短時間の

沸騰が生じる可能性はあるものの，Ｇ値はほぼゼロと考えられる

ことから，水素濃度が４vol％に至ることはないと考えられる。な

お，炉心損傷に至らない場合，燃料被覆管温度は低く維持される

ことから，ジルコニウム-水反応による水素も実質発生しないと考

えられる。 

また，炉心損傷前の格納容器ベント時の気相部のモル分率にお

いて，１．で示した水素を考慮した場合には，水素のモル分率は

約 0.16であるが，ＢＷＲの原子炉格納容器内は窒素ガスにより不

活性化されており，亜鉛及びアルミニウムの反応では酸素ガスの

発生はないことから，本反応単独での水素ガスの燃焼は発生しな

いものと考える。 

 

（３）酸素濃度への影響 

炉心損傷に至らない場合，炉心内での沸騰が長期間継続するこ

とはなく，水の放射線分解による酸素濃度の上昇はないものと考

えられるが，仮に，炉心内で沸騰状態が長期間継続し，水の放射

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 
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って炉内で発生した水素及び酸素がすべて原子炉格納容器内へ移

行することを想定すると，初期酸素濃度3.5vol%とした場合，酸素

濃度が5vol%に至る時間は事象発生約20 日後（492 時間後）であ

り，十分な時間余裕がある。なお，仮に格納容器圧力0.31MPa[gage]

で格納容器ベントを行った場合は，格納容器ベントにより酸素濃

度が低下する可能性があるが，これを考慮して，初期酸素濃度を

1.5vol%とした場合は，酸素濃度が5vol%に至る時間は事象発生約

62 日後（1,490 時間後）となる。 

 

 

 

したがって，有効性評価の炉心損傷防止シナリオにおいて，水

の放射線分解により発生する水素及び酸素は，有意な影響を及ぼ

さないと考えられる。 

 

※よう素の追加放出の影響について 

炉心損傷前のシナリオでは，基本的に炉心は健全に維持されて

いるが，仮に，設計基準事故と同程度のよう素の追加放出が発生

した場合を想定する。 

設計基準事故において，追加放出されるよう素は，炉内内蔵量

の0.01％未満である。 

よう素濃度を変化させた場合の吸収線量と酸素濃度の変化量の

関係を図1に示す。図1より，よう素の放出量が炉内内蔵量の約1%

未満（よう素濃度：6×10-7mol/L）であれば，よう素が冷却材中に

放出されない条件（純水）と同様にG値は，ほぼゼロと考えられる。 

 

このため，炉心損傷前の水素燃焼への影響を検討する観点で，

設計基準事故と同等のよう素の追加放出を考慮した場合も，非沸

騰状態におけるG値はゼロと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

線分解によって炉内で発生した水素及び酸素がすべて原子炉格納

容器内へ移行することを想定すると，初期酸素濃度 2.5vol％とし

た場合，酸素濃度が５vol％に至る時間は事象発生約 73.5日後

（1765時間後）であり，十分な時間余裕がある。なお，仮に炉心

損傷前に格納容器ベントを行った場合は，格納容器ベントにより

酸素濃度が低下する可能性があるが，これを考慮して，初期酸素

濃度を１vol％とした場合は，酸素濃度が５vol％に至る時間は事

象発生約 182日後（4,371時間後）となる。 

 

 

 

したがって，有効性評価の炉心損傷防止シナリオにおいて，水

の放射線分解により発生する水素及び酸素は，有意な影響を及ぼ

さないと考えられる。 

 

※よう素の追加放出の影響について 

炉心損傷前のシナリオでは，基本的に炉心は健全に維持されて

いるが，仮に，設計基準事故と同程度のよう素の追加放出が発生

した場合を想定する。 

設計基準事故において，追加放出されるよう素は，炉内内蔵量

の 0.01％未満である。 

よう素濃度を変化させた場合の吸収線量と酸素濃度の変化量の

関係を図１に示す。図１より，よう素の放出量が炉内内蔵量の約

１％未満（よう素濃度：６×10－７mol/L）であれば，よう素が原

子炉冷却材中に放出されない条件（純水）と同様にＧ値は，ほぼ

ゼロと考えられる。 

このため，炉心損傷前の水素燃焼への影響を検討する観点で，

設計基準事故と同等のよう素の追加放出を考慮した場合も，非沸

騰状態におけるＧ値はゼロと考えられる。 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 
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図1 溶存酸素濃度と吸収線量の関係(よう素濃度を変化させた場

合) 

 

3.まとめ 

炉心損傷前において，仮に原子炉格納容器内に存在する亜鉛及

びアルミニウムが全量反応することを考慮しても発生する水素量

は約239kg であり，炉心損傷前ベント時の格納容器圧力に有意な

影響を及ぼすものではない。また，保守的に炉心内で沸騰状態が

長期間継続するという仮定をおいたとしても，約20 日間，可燃限

界に到達することはないため，水の放射線分解により発生する水

素及び酸素を考慮しても，有意な影響はないと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

参考文献 

[1]「事故時放射線分解に関する研究」BWR 電力共同研究 昭和

63 年3 月 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. まとめ 

  格納容器内に存在するアルミニウム及び亜鉛が全て反応する

ことを想定すると，約 246kg の水素が発生する可能性がある。

しかし，ＢＷＲの事故時における格納容器圧力は，崩壊熱によ

り発生する蒸気の影響が大きいため，アルミニウム及び亜鉛の

反応により発生する水素は，格納容器圧力に対して有意な影響

はない。 

  また，水素燃焼の観点においても，ＢＷＲのドライウェル内

は窒素により不活性化されており，本反応では酸素の発生はな

いことから有意な影響はない。 

  なお，文献[1]においても，金属腐食反応による水素発生はジ

ルコニウム－水反応等による水素発生に比べ反応速度が遅く，

水素発生量も小さいことが述べられており，本反応による水素

発生量が有意な影響を与えることはない。 

 

 [1] 日本原子力研究所「炉心損傷に関する研究の現状と課題」

JAERI-M82-039，1982年 5月 

 

 

 

 

 

 

図１ 溶存酸素濃度と吸収線量の関係（よう素濃度を変化させた

場合） 

 

３．まとめ 

炉心損傷前において，仮に原子炉格納容器内に存在する亜鉛及

びアルミニウムが全量反応することを考慮しても発生する水素量

は約 450kg であり，炉心損傷前ベント時の格納容器圧力に有意な

影響を及ぼすものではない。また，保守的に炉心内で沸騰状態が

長期間継続するという仮定をおいたとしても，約 73.5日間，可燃

限界に到達することはないため，水の放射線分解により発生する

水素及び酸素を考慮しても，有意な影響はないと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

参考文献 

[1]「事故時放射線分解に関する研究」BWR 電力共同研究 昭和

63 年 3 月 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，当該の

文献を参照していない。 
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49. 溶融炉心落下位置が原子炉格納容器下部の中心軸から外れ、 

壁側に偏って落下した場合の影響評価 

 

1. 評価の目的 

平成29 年2 月の1F2 原子炉格納容器下部の調査結果では，

原子炉格納容器下部の中心軸から外れた位置のグレーチング

の落下が確認されている。確認された範囲は原子炉格納容器下

部の一部であり，原子炉格納容器下部の中心等未確認の箇所が

多く，グレーチングの落下理由についても現状不明であるが，

グレーチングの落下理由の可能性の1 つとして，RPVから流出

した溶融炉心が落下したことの影響が考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22 溶融炉心が原子炉圧力容器下部の偏心位置より落下した場合

の影響評価 

 

1. 評価目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実機において，水蒸気爆発（以下「ＳＥ」という。）が発生

する可能性は，これまでの知見からも極めて低いと考えられる

が，東海第二発電所では，事象の不確かさを踏まえ保守性を考

慮した入力条件によるＳＥ評価（以下「基本ケース」という。）

を実施し，万が一のＳＥの発生を想定した場合でも格納容器の

健全性が損なわれないことを確認している。 

有効性評価のＭＡＡＰ解析では，下部プレナムへ移行した溶

融炉心（以下「デブリ」という。）による過熱で原子炉圧力容

器（以下「ＲＰＶ」という。）下部の中心部温度が最も高くな

り，その位置の制御棒駆動機構（以下「ＣＲＤ」という。）ハ

ウジング溶接部に生じるひずみによってＲＰＶ破損に至る結

果となっている。このため，基本ケースの入力条件のうち，メ

ルト放出位置についてはＲＰＶ下部の中心としている。また，

メルト放出口径については，爆発規模が大きくなる条件として

ＣＲＤハウジングの逸出を想定した口径を設定している。 

しかしながら，実際に重大事故が発生した場合においては，

有効性評価上期待していない原子炉注水手段の復旧等，想定と

は異なる対応や事故進展の影響により，ＲＰＶ下部の中心から

外れた偏心位置での貫通部溶接破損によって生じたわずかな

間隙からデブリ流出する等，基本ケースでの想定と異なる落下

様態となることも考えられる。また，偏心位置でＳＥが発生し

た場合，爆発位置が基本ケースよりも側壁に近接するため，局

部的に大きな動的荷重が作用する可能性がある。 

 

35．溶融炉心落下位置が原子炉格納容器下部の中心軸から外れ，

壁側に偏って落下した場合の影響評価 

 

１．評価の目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実機において，水蒸気爆発が発生する可能性は，これまで

の知見からも極めて低いと考えられるが，島根２号炉では，

事象の不確かさを踏まえ保守性を考慮した入力条件による水

蒸気爆発評価(以下「基本ケース」という。)を実施し，万が

一の水蒸気爆発の発生を想定した場合でも原子炉格納容器の

健全性が損なわれないことを確認している。 

有効性評価のＭＡＡＰ解析では，下部プレナムへ移行した

溶融炉心による過熱で原子炉圧力容器下部の中心部温度が最

も高くなり，その位置の制御棒駆動機構ハウジング溶接部に

生じるひずみによって原子炉圧力容器破損に至る結果となっ

ている。このため，基本ケースの入力条件のうち，溶融炉心

の放出口については原子炉圧力容器下部の中心としている。

また，溶融炉心の放出口径については，爆発規模が大きくな

る条件として制御棒駆動機構ハウジングの逸出を想定した口

径を想定している。 

しかしながら，実際に重大事故が発生した場合においては，

有効性評価上期待していない原子炉注水手段の復旧等，想定

とは異なる対応や事故進展の影響により，原子炉圧力容器下

部の中心から外れた偏心位置での貫通部溶接破損によって生

じたわずかな間隙から溶融炉心が流出する等，基本ケースで

の想定と異なる落下様態となることも考えられる。また，偏

心位置で水蒸気爆発が発生した場合，爆発位置が基本ケース

よりも側壁に近接するため，局部的に大きな動的荷重が作用

する可能性がある。 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉および東

海第二では現実的な評

価条件で水蒸気爆発評

価を実施。柏崎 6/7 で

は, 現実的および保守

的な評価条件で水蒸気

爆発評価が実施されて

いる。 
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今回，確認されたグレーチングの落下位置がCRD ハウジング

の外周部近傍の下部であることを踏まえ，KK6/7 に対して溶融

炉心の落下位置がCRD ハウジングの外周部に溶融炉心が落下

し，水蒸気爆発の発生を仮定した場合の影響を確認した。 

 

2. 評価に用いた解析コード等 

水蒸気爆発の影響を評価するにあたっては，溶融燃料－冷却

材相互作用によって発生するエネルギー，発生エネルギーによ

る圧力伝播挙動及び構造応答が重要な現象となる。よって，こ

れらの現象を適切に評価することが可能である水蒸気爆発解

析コードJASMINE，構造応答解析コードAUTODYN-2D により圧力

伝播挙動及び構造応答，格納容器圧力等の過渡応答を求める。 

 

 

 

3. 評価条件 

主要解析条件を表1 に示す。溶融炉心は原子炉圧力容器底部

のCRDハウジングの外周部直下に落下するものとし，溶融炉心

が原子炉圧力容器の破損口から落下する際には，溶融炉心・コ

ンクリート相互作用の緩和策として，原子炉格納容器下部に水

位2m の水張りが実施されているものとした。また，原子炉格

納容器下部の水位が上昇するケースとして，原子炉格納容器下

部にリターンラインまでの高さ（7m）の水位が形成されている

場合の評価も実施した。構造応答解析コードAUTODYN-2D によ

る評価モデルのイメージを図1 に示す。図1 の通り，評価モデ

ルを溶融炉心落下位置から格納容器下部壁面までの最短距離

を半径とする円筒とした。なお，粗混合過程で溶融炉心が拡が

る範囲が図1 に示す範囲よりも十分に小さいため，円筒の半径

の差異は溶融燃料－冷却材相互作用によって発生するエネル

ギーに影響しないと考えられることから，水蒸気爆発解析コー

ドJASMINE の評価モデルでは円筒の半径を狭めず実機に即し

たモデルとし，溶融燃料－冷却材相互作用によって発生するエ

ネルギーを評価した。 

 

 

 

 

 

ここでは，偏心位置における現実的なデブリの落下様態を想

定したＳＥの影響を評価し，格納容器の健全性が損なわれない

ことを確認するとともに，基本ケースの評価の代表性を確認す

る。 

 

2. 評価方法 

 (1) 評価条件 

 解析コードは基本ケースと同様に，ＳＥ解析コードＪＡＳ

ＭＩＮＥ及び汎用有限要素解析コードＬＳ－ＤＹＮＡを用

いて評価した。本評価における各コードの入力条件及び評価

モデルの取扱いを以下に示す。 

 

 

 

 

 ａ．ＪＡＳＭＩＮＥ 

第1表に主要入力条件を示す。本評価の入力条件及び評価モ

デルは基本ケースと同様とするが，以下については現実的な条

件として適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (a) メルト放出口径 

第1図及び第2図にＣＲＤハウジングサポート構造を示す。Ｃ

ＲＤハウジングサポートは，ペデスタル内側の鋼板に固定され

た上部サポートビームにハンガーロッド等を介してグリッド

プレートを接続した構造によりＣＲＤハウジングの逸出を防

ここでは，偏心位置における現実的な溶融炉心の落下様態

を想定した水蒸気爆発の影響を評価し，原子炉格納容器の健

全性が損なわれないことを確認するとともに，基本ケースの

代表性を確認する。 

 

２．評価方法 

（１）評価条件 

解析コードは基本ケースと同様に，水蒸気爆発解析コード

ＪＡＳＭＩＮＥ，構造応答解析コードＡＵＴＯＤＹＮ－２Ｄ

を用いて評価した。本評価における各コードの入力条件及び

評価モデルの取扱いを以下に示す。 

 

 

 

 

ａ．ＪＡＳＭＩＮＥ 

表１に主要入力条件を示す。本評価の入力条件及び評価モ

デルは基本ケースと同様とするが，以下については現実的な

条件として適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ａ）溶融炉心落下量 

  図１に制御棒駆動機構ハウジング支持金具構造を示す。

制御棒駆動機構ハウジング支持金具は，原子炉本体の基礎

の鋼板に固定されたサポートビームに吊り棒等を介してグ

リッドプレートを接続した構造により制御棒駆動機構ハウ

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価コードの相違 

【東海第二】 

島根２号炉の原子炉

格納容器下部は，周方向

に規則的な構造物であ

るため，AUTODYN-2D を

用いた。 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉および東

海第二では現実的な評

価条件で水蒸気爆発評

価を実施。基本ケースの

評価は保守性を含んだ

条件設定となっており，

溶融炉心が偏心位置に

落下した場合について，

保守的な条件を重畳さ

せた評価としていない。 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

記載方法は異なるが, 

島根２号炉と東海第二
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止する設計としている。 

基本ケースでは，ＣＲＤハウジングの逸出を想定した口径 

   を考慮しているが，上記のとおりＣＲＤハウジングの外

部サポートが設置されているため現実的には逸出は考えにく

い。このため，本評価ではＣＲＤハウジングが保持された状態

を想定し，ＣＲＤハウジングとＲＰＶ下鏡板との間に生じる間

隙からのメルト放出を考慮する。 

 

 

 

 

 

ＣＲＤハウジングとＲＰＶ下鏡板との間に生じる間隙の幅

は，サンディア国立研究所のＲＰＶ下部ヘッド破損を模擬した

ＬＨＦ試験[1]において，貫通部溶接の破損によって約4mmの間

隙が生じたことを踏まえ，これと同じ間隙幅を本評価において

仮定する。 

以上より想定したＣＲＤハウジングとＲＰＶ下鏡板との間

に生じる開口面積（約   ）と等価な口径である   をメ

ルト放出口径として設定する。 

 

 

 

 

 

  (b) 粗混合時液滴径 

既存のＦＣＩ試験ではザウター平均粒径として0～3mm程度

と報告されていることから，基本ケースでは保守的に  を設

定しているが，本評価では現実的な条件として既往の実験から

得られている平均粒径の条件である  を設定する。 

 

 

  (c) トリガリングタイミング 

基本ケースでは，ＳＥにより発生する運動エネルギが最も大

きくなると考えられる条件である粗混合融体質量ピーク時点

としている。一方，実機条件では，高圧ガスや爆薬を用いた大

規模ＦＣＩ実験のトリガ装置で発生させているような外部ト

リガが与えられる状況は考えにくく，また，東海第二発電所で

ジングの溢出を防止する設計としている。 

基本ケースでは，制御棒駆動機構ハウジング１本分

（0.15m）に流出時の溶融炉心による口径の拡大分（0.05m）

を見込んだ口径のジェット（0.20m）を考慮しているが，上

記のとおり制御棒駆動機構ハウジングの支持金具が設置さ

れているため現実的には制御棒駆動機構ハウジング１本が

瞬時に脱落することは考えにくく，溶接の薄い箇所等，僅

かな口径から流出した溶融炉心が構造材を伝い，あるいは

構造材によって分散され，細い径で徐々に落下する形態が

考えられる。このため，本評価では制御棒駆動機構ハウジ

ングと原子炉圧力容器の下鏡部との間に生じる間隙からの

溶融炉心の放出を考慮する。 

制御棒駆動機構ハウジングと原子炉圧力容器の下鏡部と

の間に生じる間隙の幅は，サンディア国立研究所の原子炉

圧力容器下部ヘッド破損を模擬したＬＨＦ試験[1]におい

て，貫通部溶接の破損によって約４mmの間隙が生じたこと

を踏まえ，これと同じ間隙幅を本評価において仮定する。 

  以上より制御棒駆動機構ハウジングと原子炉圧力容器の

下鏡部との間に生じる隙間幅を４mm と想定し，面積に換算

すると約 10cm2となる。この開口面積（約 10cm2）と等価な

口径である 35.7mmを溶融炉心の放出口径として設定する。 

  なお，島根原子力発電所２号機の制御棒駆動機構ハウジ

ングと原子炉圧力容器の下鏡部の間の開口面積は最大でも

約３cm2であり，10cm2に包絡される。 

 

（ｂ）粗混合粒径 

  既存のＦＣＩ試験（ＦＡＲＯ，ＣＯＴＥＬＳ等）ではザ

ウター平均粒径として０～３mm程度と報告されていること

から，基本ケースでは保守的に４mm を設定しているが，本

評価では現実的な条件として既往の実験から得られている

平均粒径の条件である３mmを設定する。 

 

（ｃ）トリガリングタイミング 

  基本ケースでは，水蒸気爆発により発生する運動エネル

ギが最も大きくなると考えられる条件である粗混合融体質

量ピーク時点としている。一方，実機条件では，高圧ガス

や爆薬を用いた大規模ＦＣＩ実験のトリガ装置で発生させ

ているような外部トリガが与えられる状況は考えにくく，

で同様の評価条件が想

定されている。 
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4. 評価結果 

原子炉格納容器下部に水位2m の水張りが実施されている場

合における水蒸気爆発に伴うエネルギー，原子炉格納容器下部

は重大事故時のペデスタル水位を1mに制限する運用とするこ

とから，現実的にはメルトジェットがペデスタル床面に接触す

る際の衝撃によりトリガリング発生する可能性が高いと考え

られる。このため，本評価ではメルトジェット先端が床面に到

達した時点を設定する。 

 

以上のとおり，本評価では一部現実的な入力条件を適用する

が，実機でのＳＥに対して次の保守性が含まれているものと考

える。 

第3図にＲＰＶ下部構造物配置状況を示す。ＪＡＳＭＩＮＥ

ではメルトが放出口から直線的に自由落下し直接水プールに

侵入する理想的なメルトジェットを仮定した評価モデルとな

っているが，実機のＲＰＶ下部にはＣＲＤハウジング，炉内計

装ハウジング，ケーブル等が設置されており，更に下部には足

場となるグレーチング等の構造物が存在する。このため，実機

の重大事故においてＲＰＶ下部から流出したデブリはこれら

の構造物に接触し，分散するものと想定され，ＲＰＶ下部から

流出したデブリが理想的なジェット形状を保ったまま直接水

プールに侵入することはないと考えられる。したがって，実機

の重大事故において爆発に寄与する粗混合融体質量はＪＡＳ

ＭＩＮＥで考慮されている粗混合融体質量よりも更に少なく

なり，爆発規模は小さくなると考えられる。 

 

 

 ｂ．ＬＳ－ＤＹＮＡ 

第2表に爆発源仕様を，第4図に解析モデルを示す。本評価の

入力条件及び評価モデルは基本ケースと同様とするが，半径方

向の爆発源位置については，ペデスタル側壁に最も近接するＲ

ＰＶ下部最外周のＣＲＤハウジング直下の位置とする。 

 

 (2) 判断基準 

ＬＳ－ＤＹＮＡによるペデスタル構造健全性評価の判断基

準は基本ケース同様とする。 

 

 

3. 評価結果 

 (1) ＪＡＳＭＩＮＥ 

第3表にＪＡＳＭＩＮＥ評価結果を示す。流体の運動エネル

また，島根２号炉では重大事故時のペデスタル水位は 2.4m

としていることから，現実的にはメルトジェットが原子炉

格納容器下部床面に接触する際の衝撃によりトリガリング

が発生する可能性が高いと考えられる。このため，本評価

ではメルトジェット先端が床面に到達した時点を設定す

る。 

 以上のとおり，本評価では一部現実的な入力条件を適用す

るが，実機での水蒸気爆発に対して次の保守性が含まれてい

るものと考える。 

 図２に原子炉格納容器下部構造物配置状況を示す。ＪＡＳ

ＭＩＮＥでは溶融炉心が放出口から直線的に自由落下し直接

水プールに侵入する理想的なメルトジェットを仮定した評価

モデルとなっているが，実機の原子炉圧力容器下部には制御

棒駆動機構ハウジングが設置されており，更に下部にはＣＲ

Ｄ交換装置等の構造物が存在する。このため，実機の重大事

故において原子炉圧力容器下部から流出した溶融炉心はこれ

らの構造物に接触し，分散するものと想定され，原子炉圧力

容器下部から流出した溶融炉心が理想的なジェット形状を保

ったまま直接水プールに侵入することはないと考えられる。

したがって，実機の重大事故において爆発に寄与する粗混合

融体質量はＪＡＳＭＩＮＥで考慮されている粗混合融体質量

よりも更に小さくなり，爆発規模は小さくなると考えられる。 

 

 

ｂ．ＡＵＴＯＤＹＮ－２Ｄ 

 図３に解析モデルを示す。本評価の入力条件及び評価モデル

は基本ケースと同様とするが，半径方向の爆発源位置について

は，格納容器側壁に最も近接する原子炉圧力容器下部最外周の

制御棒駆動機構ハウジング直下の位置とする。 

 

 

 

 

 

 

３．評価結果 

 水蒸気爆発に伴うエネルギ，原子炉格納容器下部内側及び

外側鋼板の応力の推移を図４，図５及び図６に示す。水蒸気

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価コードの相違 

【東海第二】 

島根２号炉の原子炉

格納容器下部は，周方向

に規則的な構造物であ

るため，AUTODYN-2D を

用いた。このため, 島根

２号炉と東海第二でペ

デスタル構造健全性評

価の判断基準も異なる。 
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内側及び外側鋼板の応力の推移を図2，図3 及び図4 に示す。

水蒸気爆発の発生を想定した場合に原子炉格納容器下部ドラ

イウェルの水に伝達される運動エネルギーの最大値は，約7MJ 

である。このエネルギーを入力とし，原子炉格納容器下部内側

及び外側鋼板にかかる応力を解析した結果，原子炉格納容器下

部の内側鋼板に加わる応力は約98MPa，外側鋼板にかかる応力

は約47MPa となった。これは内側及び外側鋼板の降伏応力を大

きく下回る値であり，かつ，弾性範囲内にあることから，原子

炉圧力容器の支持に支障が生じるものでは無い。 

 

 

 

また，原子炉格納容器下部に水位7m の水張りが実施されて

いる場合における水蒸気爆発に伴うエネルギー，原子炉格納容

器下部内側鋼板の相当塑性ひずみの推移及び外側鋼板の応力

の推移を図5，図6 及び図7 に示す。水蒸気爆発の発生を想定

した場合に原子炉格納容器下部ドライウェルの水に伝達され

る運動エネルギーの最大値は，約16MJ である。このエネルギ

ーを入力とし，原子炉格納容器下部内側及び外側鋼板にかかる

応力を解析した結果，原子炉格納容器下部の内側鋼板にかかる

応力は降伏応力を超えるものの，相当塑性ひずみは約0.13%，

外側鋼板にかかる応力は約326MPa となった。応力評価の対象

としている内側及び外側鋼板（厚さ30mm）降伏応力は約490MPa 

である。外側鋼板にかかる応力は降伏応力を大きく下回る値で

あり，かつ，弾性範囲内にあることから，原子炉圧力容器の支

持に支障が生じるものでは無い。 

なお，構造上，原子炉格納容器下部の内側鋼板にかかる応力

の方が外側鋼板にかかる応力よりも大きくなる傾向があるが，

原子炉圧力容器の支持機能については原子炉格納容器下部の

外側鋼板のみで維持可能である。 

以上の結果から，水位2m 及び水位7m において，水蒸気爆発

の発生を想定した場合であっても，原子炉格納容器バウンダリ

の機能を維持できることを確認した。 

 

 

 

 

 

ギの最大値は約1.1MJである。 

 

 (2) ＬＳ－ＤＹＮＡ 

第4表にＬＳ－ＤＹＮＡによるペデスタル構造健全性評価結

果を，第5図にペデスタル変位時刻歴，第6図にコンクリート最

小主ひずみ分布，第7図に鉄筋軸ひずみ分布及び第8図にコンク

リートせん断応力度を示す。ＬＳ－ＤＹＮＡの解析結果はすべ

ての項目の判断基準を満足している。よって，偏心位置でのＳ

Ｅによってもペデスタルに要求される機能は維持され，格納容

器の健全性は損なわれることはない。 

なお，側壁及び床スラブの面外せん断応力度の検討範囲及び

算定方法は基本ケースと同じである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

爆発の発生を想定した場合に原子炉格納容器下部の水に伝達

される運動エネルギの最大値は，約 0.6MJ である。このエネ

ルギを入力とし，原子炉格納容器下部内側及び外側鋼板にか

かる応力を解析した結果，原子炉格納容器下部の内側鋼板に

加わる応力は約 53MPa，外側鋼板にかかる応力は約 12MPa と

なった。これは内側及び外側鋼板の降伏応力を大きく下回る

値であり，かつ，弾性範囲内にあることから，原子炉圧力容

器の支持に支障が生じるものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，構造上，原子炉格納容器下部の内側鋼板にかかる応

力の方が外側鋼板にかかる応力よりも大きくなる傾向がある

が，原子炉圧力容器の支持機能については原子炉格納容器下

部の外側鋼板のみで維持可能である。 

 以上の結果から，現実的と考えられる評価条件において溶融

炉心が偏心位置に落下して水蒸気爆発の発生を想定した場合

であっても，原子炉格納容器バウンダリの機能を維持できるこ

とを確認した。 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7, 東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉および東

海第二では, 現実的な

水張り水位でのみの水

蒸気爆発評価を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は, 現実

的な水張り水位でのみ

の水蒸気爆発評価を実

施。 
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5. 水蒸気爆発についての評価の保守性について 

上記の評価結果が示す通り，初期水張り水位7m の評価条件

では内側鋼板が僅かに歪む結果となった。上記の結果であって

もKK6/7 の格納容器下部の支持機能は十分維持されるものと

考えるが，現状の水蒸気爆発の評価は様々な保守性を含んでい

ると考えており，溶融炉心落下時の溶融炉心の挙動や実機の状

況を現実的に考えれば，爆発の規模はより低減されるものと考

える。以下ではRPV 破損時の溶融炉心のふるまいを考慮し，本

水蒸気爆発評価における評価条件の保守性について述べる。 

(1) 溶融炉心の落下高さ 

JASMINE では，RPV 破損後，溶融炉心はペデスタルに張ら

れた初期水張りの水面まで自由落下し，プール内へ流入する

評価モデルとなっている。しかしながら実機のRPV 下部には

CRD，炉内計装ハウジング，ケーブルが設置されており，更に

下部にはCRD 交換機や足場となるグレーチング等の構造物が

存在している(図8，図9 参照)。実機の構造上，RPV 底部から

流出した溶融炉心はこれらの構造物に接触し，分散すること

が自然と考えられることから，溶融炉心が直接初期水張りの

水面まで落下することはないと考えられる。したがって，溶

融炉心の落下を考慮する上では，少なくとも溶融炉心が一旦

留まる可能性が高いCRD 交換機のターンテーブル高さ（ペデ

スタル床上約5m）を考慮することが現実的と考えられる。 

水張り高さが5m 未満の場合は溶融炉心がCRD 交換機の高

さで一旦停止した上で初期水張りの水面に落下することか

ら，溶融炉心の落下速度が遅くなり，これにより粗混合量が

減少することから，RPV 底部から直接初期水張りの水面に落

下する場合に比べて水蒸気爆発の規模が小さくなる。水張り

高さが5m 以上の場合は溶融炉心がグレーチング等の構造物

に接触することでトリガリングを誘発する可能性が考えら

れ，この場合，爆発発生の位置が高く，粗混合量が少ない状

態での爆発となることから，粗混合量のピークをとるまで沈

んでから爆発する場合に比べて水蒸気爆発の規模が小さくな

る。 

(2) 溶融炉心の放出速度 

溶融炉心の放出速度は破損口にかかる溶融炉心の堆積圧

等からMAAP4 で計算されており，8m/s が設定されている。溶

融炉心の堆積圧の計算では，燃料に加えて炉内構造物が考慮

されているものの，実際には燃料や構造材の一部が炉心位置

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

現状の水蒸気爆発評

価が様々な保守性を含

んでいることを鑑みて，

水蒸気爆発評価の評価

条件の保守性について

の考察が記載されてい

る。 
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に滞留することが考えられる。 

また，端部から落下する場合，RPV 底部が半球状になって

いることから，堆積圧が低下し，放出速度が緩和される可能

性が考えられる。 

(3) 溶融炉心落下量 

溶融炉心のRPV 破損口からの落下の形態については，現

状，CRD ハウジング1 本分(0.15m)に流出時の溶融炉心による

口径の拡大分(0.05m)を見込んだ口径のジェット(0.20m)を考

慮しているが，実際にはCRD ハウジング1 本が瞬時に脱落す

ることは考えにくく，溶接の薄い箇所等，僅かな口径から流

出した溶融炉心が構造材を伝い，あるいは構造材によって分

散され，細い径で徐々に落下する形態が考えられる。現実的

な流出箇所と流下の形態を想定する場合，粗混合量はCRD ハ

ウジング1 本分の口径のジェットを想定する場合に比べて少

ないものと考えられることから，水蒸気爆発の規模が小さく

なる。 

下部プレナムに溶融炉心が落下した後の流出経路に関す

る知見としては，NUREG/CR-5582 に実験結果が示されている。

NUREG-5582 では，RPV 及びRPV 底部の貫通部を模擬した圧力

容器に高温の溶融炉心の模擬物質を落下させた際の圧力容器

の破損の挙動を調査しており，その結果，貫通部材の抜け落

ちは確認されず，圧力容器と貫通部材の間の溶接部の貫通が

確認されたと報告されている。また，貫通した箇所の隙間の

大きさは元々の大きさである0.2mm から約4mm まで増加した

と報告されている。 

柏崎刈羽原子力発電所6 号及び7 号炉のFMCRD とRPV の構

造に照らすと，RPV とCRDハウジングの隙間の大きさは0.25mm 

であり，面積に換算すると0.6cm2 となる。また，仮に隙間の

大きさが4mm まで増加した場合を想定すると，面積は約10cm2 

となる。この様にRPV とCRD ハウジングの隙間から溶融炉心

が流出する場合を想定するとしても，RPV とCRD ハウジング

の溶接面の全周が均一に溶融し，同時に貫通して溶融炉心が

下部プレナムに一斉に流出することは考えにくく，実際には

溶接面の一部から流出が開始するものと考えると，溶融炉心

の流出の口径は更に狭まるものと考えられるため，上記の想

定についても未だ保守性を有しているものと考えられる。 

(4) 溶融炉心の温度 

RPV から流出した溶融炉心は構造材を伝う間に構造材によ
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って熱を奪われ，冷却される可能性が考えられる。この場合，

溶融炉心はクエンチされ易くなることから，冷却効果を考慮

しない場合に比べて爆発に寄与する溶融炉心の量が減少する

可能性が考えられる。 

(5) トリガ位置およびタイミング 

(1)に記載の通り，初期水張り高さを5m 以上とする場合，

溶融炉心は5m 高さのグレーチング等に接触した際の衝撃で

トリガリングが発生する可能性が考えられる。この場合，爆

発発生の位置が高く，粗混合量が少ない状態での爆発となる

ことから，粗混合量のピークをとるまで沈んでから爆発する

場合に比べて水蒸気爆発の規模が小さくなる。 

初期水張り高さ7m を考える場合であっても，2m の深さで

水蒸気爆発が生じると考えれば，爆発の規模としては2m 水張

りの場合と同程度の結果※と考えられる。 

※ 水深7m で粗混合量のピークをとるまで沈んでから爆発

する場合に発生するエネルギーは16MJ だが，2m 水張りの場

合は7MJ。 

(6) 粗混合粒径 

既存のFCI 試験ではザウター平均粒径として0～3mm 程度

と報告されていることからJASMINE 解析では保守的に4mm を

設定してきた。このため，現実的な条件として既往の実験か

ら得られている平均粒径の条件である3mm を設定することが

妥当と考える。これにより，溶融炉心はクエンチされ易くな

ることから，粒径を4mm とする場合に比べて爆発に寄与する

溶融炉心の量が減少する可能性が考えられる。 

(7) 格納容器下部の水温 

評価では格納容器下部の水温を50℃としているが，実際に

は格納容器スプレイによってスプレイ時の水温50℃よりも高

い温度の水が格納容器下部に流入する可能性が考えられる

(有効性評価「炉外FCI」のベースケースのRPV 破損前のドラ

イウェルの雰囲気温度は約80℃)他，サプレッション・チェン

バ・プール水位が上昇しリターンラインから水が流入する場

合には，有効性評価「炉外FCI」のベースケースのサプレッシ

ョン・チェンバの水温が約100℃になっていることから，50℃

より高い水温の水で格納容器下部が満たされると考えられ

る。 

溶融炉心がサブクールの低い水中(高温の水中)に落下する

場合，落下し，分散した溶融炉心の近傍が高ボイド率となり，
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衝撃力の伝播を抑制すると考えられることから，格納容器下

部の水温が高い場合に水蒸気爆発に伴って発生するエネルギ

ーは，格納容器下部の水温が低い場合に比べて小さくなるも

のと考えられる。 

なお，溶融炉心がサブクールの低い水中(高温の水中)に落

下する場合，トリガリングが発生しにくいという知見が得ら

れている。これはサブクールが高い水中(低温の水中)に落下

した場合に比べて溶融炉心を覆う蒸気膜が安定なためと考え

られている。 

 

6. 現実的と考えられる評価条件における影響評価 

上記5. の通り，現在の水蒸気爆発の評価条件は種々の保守

性を有していると考えられることから，NUREG-5582 を参考に

RPV 底部破損(溶融物流出)口径を見直す等，大きな保守性を

有していると考えられるパラメータについては評価条件を見

直し，水蒸気爆発による影響評価を実施した。 

(1) 評価条件(図1 及び表2 参照) 

・溶融炉心落下位置：CRD ハウジング最外周での溶融炉心

の落下を想定 

・RPV 底部破損(溶融物流出)口径：0.0357m(約10cm2)(RPV 

とCRD ハウジングの隙間の面積0.6cm2 に余裕を見込ん

だ値) 

・溶融物の放出速度：8m/s(ベースケースから変更なし。) 

・初期水張り水位：7m 

・トリガリング位置：格納容器下部床面から5m(グレーチン

グ高さ) 

・粗混合粒子径3mm 

・初期水張り水温50℃(ベースケースから変更なし。) 

・構造応答解析コードAUTODYN-2D による評価モデル：溶融

炉心落下位置から格納容器下部壁面までの最短距離を半

径とする円筒 

(2) 評価結果 

・運動エネルギーの最大値：1.5MJ(図10 参照) 

・内側鋼板におけるミーゼス相当応力の最大値：70MPa(図

11 参照) 

・外側鋼板におけるミーゼス相当応力の最大値：33MPa(図

12 参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

前項の水蒸気爆発評

価の評価条件の保守性

についての考察を踏ま

え, 現実的な評価条件

での水蒸気爆発解析が

実施されている。 
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7. 評価結果の比較 

初期水張り水位，溶融炉心落下位置，その他評価条件を変

更して実施した評価結果の比較を表3 に示す。6.に示す，現

実的と考えられる評価条件において溶融炉心が偏心位置に落

下した場合の影響評価の結果，ベースケース(初期水張り水位

2m の格納容器下部中心に溶融炉心が落下した場合について，

保守的な評価条件で評価したケース)よりも格納容器下部の

内側及び外側それぞれの鋼板に加わる応力が大きくなった。

一方，ベースケースに対して初期水張り水位のみ7m に変更し

た評価結果よりは，格納容器下部の内側及び外側それぞれの

鋼板に加わる応力が小さくなる結果となった。 

 

 

このことから，現実的と考えられる評価条件において溶融

炉心が偏心位置に落下した場合の影響評価の結果は，保守的

な評価条件において溶融炉心が中心位置に落下した場合の評

価結果に包絡されると扱うことができると考える。 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 基本ケース解析との比較 

第5表に基本ケース解析との比較を示す。評価対象とする項

目のうち，側壁下部の面外せん断応力度及び側壁鉄筋の引張ひ

ずみ以外は，基本ケース解析結果を下回るか，同様（変位，圧

壊の範囲）である。 

側壁下部の面外せん断応力度は基本ケースの解析結果を上

回っているが，判断基準である終局面外せん断応力度に対して

十分な余裕がある。また，上部側壁に発生する面外せん断応力

度は基本ケースの6割程度にとどまっている。 

側壁の鉄筋の引張ひずみも基本ケースの解析結果を上回っ

ているが，判断基準の許容ひずみを十分に下回り，更に降伏応

力345N／mm２に対して発生応力の最大値は約52N／mm２にとど

まり，弾性限界に対しても十分な余裕がある。 

以上より，偏心位置における現実的なデブリの落下様態を想

定したＳＥの影響は基本ケースに代表されるものと考えられ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．評価結果の比較 

表２に基本ケース解析との比較を示す。現実的と考えられ

る評価条件において溶融炉心が偏心位置に落下した場合の影

響評価の結果，基本ケースよりも原子炉格納容器下部の内側

及び外側それぞれの鋼板に加わる応力が小さくなる結果とな

った。 

 

 

 

 

 

 

 

このことから，現実的と考えられる評価条件において溶融

炉心が偏心位置に落下した場合に対しても，基本ケースの評

価は代表性を有していることを確認した。 

 

 

 

 

５．ＦＣＩ発生時のエネルギ低減策について 

ＢＷＲにおける原子炉圧力容器外のＦＣＩに関して,島根

２号炉の審査での整理は，以下のとおりである。 

①これまでの代表的なＦＣＩの実験で水蒸気爆発が観測さ

れた例は,外部トリガがある条件又は溶融物温度が高い

ものであり，実機条件ではこのようなトリガ装置で発生

させているような圧力外乱となる要因は考えられず,ま

た溶融物の過熱度は実験条件ほど高くならないと考えら

れることから，実機において大規模な水蒸気爆発が発生

する可能性は極めて小さいと考えられる。 

②加えて,ＢＷＲの原子炉圧力容器下部は,制御棒駆動機構

等の様々な構造物が存在するとともに, 原子炉格納容器

下部床の上方にはＣＲＤ交換装置等の干渉物が存在し,

発生可能性を更に低減する又は仮に発生した場合のエネ

ルギを小さくする要素となり得る。 

③一方で,落下後の溶融炉心冷却の際の事前の水張りに際

しては,ＭＣＣＩによる侵食を可能な限り低減しつつ,仮

に水蒸気爆発が発生した場合のエネルギを増加させない

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の基本ケ

ースでは, 保守的な評

価条件が適用されてお

り, 現実的な評価条件

を適用した偏心ケース

の評価結果を包絡する

結果となっている。 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉および東

海第二では現実的な評

価条件で水蒸気爆発評

価を実施。 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉はＦＣＩ

発生時のエネルギ低減

策について記載。 
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4. まとめ 

偏心位置における現実的なデブリの落下様態を想定したＳ

Ｅの影響を評価した。その結果，ペデスタル構造健全性評価の

すべて判断基準を満足し，ペデスタルに要求される機能が損な

われず，格納容器の健全性は維持されることを確認した。 

また，基本ケースとの解析結果の比較を行い，偏心位置での

現実的なデブリの落下様態を想定したＳＥに対しても，基本ケ

ースの評価は代表性を有していることを確認した。 

 

参考文献 

[1] T.Y.Chu，M.M.Pilch，J.H.Bentz，J.S.Ludwigsen，W-Y Lu and 

L.L.Humperies ， “Lower Head Failure Experiment and 

Analyses,”NUREG/CR-5582，SAND98-2047,1999. 

[2] General Electric Systems Technology Manual Chapter 2.1 

Reactor Vessel System，USNRC HRTD，Rev 09/11 

措置として初期水張り高さは 2.4m にするなど,ＭＣＣＩ

対策とＦＣＩ対策のバランスを踏まえた対策としてい

る。 

④仮にペデスタル水位が上昇した場合(約 3.8m)や溶融炉心

が偏心位置に落下した場合に水蒸気爆発が起きたと仮定

した場合の感度解析として,水蒸気爆発解析コードＪＡ

ＳＭＩＮＥ,構造応答解析コードＡＵＴＯＤＹＮ-２Ｄに

より圧力伝播挙動等を求めた結果,原子炉圧力容器の支

持に支障が生じるものではない。 

 

上述のとおり，ＢＷＲにおける水蒸気爆発の可能性は極め

て低いこと，水蒸気爆発の発生を仮定した場合でも原子炉圧

力容器の支持に支障が生じるものではないことを確認してい

るが，水蒸気爆発により格納容器破損に至るシナリオの重要

性を踏まえ，更なる安全性向上を目的として，ＦＣＩ発生時

のエネルギ低減策について検討を進めることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考文献 

[1] T.Y.Chu，M.M.Pilch，J.H.Bentz，J.S.Ludwigsen，W-Y Lu and 

L.L.Humperies ，“ Lower Head Failure Experiment and 

Analyses,”NUREG/CR-5582 ，SAND98-2047,1999. 
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図1 構造応答解析コードAUTODYN-2D による評価モデルのイメー

ジ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4図 ＬＳ－ＤＹＮＡ解析モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図３ 偏心落下条件におけるＡＵＴＯＤＹＮ－２Ｄコードの

解析モデル 

 

 

・評価モデルの相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の原子炉

格納容器下部の構造お

よび溶融炉心落下位置

を反映。 
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図2 水蒸気爆発によるエネルギーの推移（水位2m）※1 

 

 

図3 原子炉格納容器下部内側鋼板の応力の推移（水位2m）※1 

 

 

図4 原子炉格納容器下部外側鋼板の応力の推移（水位2m）※1 

 

※1 JASMINE によって評価した水蒸気爆発による運動エネルギー(図2)の最

大値をAUTODYNへの時刻0 での入力とし，格納容器下部鋼板の応力の推

移(図3, 4)を評価している。このため，図2 と図3,4 の時刻歴は一致

しない。 

 

   

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7は，保守的な

評価条件における水蒸

気爆発評価結果を示し

ている。 
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図5 水蒸気爆発によるエネルギーの推移（水位7m）※2 

 

図6 原子炉格納容器下部内側鋼板の相当塑性ひずみの推移（水位

7m）※2 

 

図7 原子炉格納容器下部外側鋼板の応力の推移（水位7m）※2 

 

※2 JASMINE によって評価した水蒸気爆発による運動エネルギー(図5)の最

大値をAUTODYNへの時刻0 での入力とし，格納容器下部鋼板の応力の推

移(図6, 7)を評価している。このため，図5 と図6, 7 の時刻歴は一致

しない。 

   

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7は，保守的な

評価条件における水蒸

気爆発評価結果を示し

ている。 
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第1図 東海第二発電所ＣＲＤハウジングサポート構造 

 

 

 

 

第2図 ＣＲＤハウジングサポート構造俯瞰図（参考）[2] 

 

 

 

 

 

図１ 制御棒駆動機構ハウジング支持金具 

 

 

図２ 原子炉格納容器下部構造物配置状況 
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図8 格納容器下部の構造物 

 

 

 

 

 

 

 

                   

 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

図9 格納容器下部のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）ペデスタル内グレーチング上部より撮影 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）ペデスタル内グレーチング下部より撮影  (3)ペデスタル内グレーチング 

                        上部より撮影（側壁付近） 

 

 

第 3図 ＲＰＶ下部構造物配置状況 

 

  

 

(a) 格納容器底部床面から上部を撮影 

(b) グレーチングの端から中心部を撮影 

(c) グレーチング中央から上部を撮影 
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図10 水蒸気爆発によるエネルギーの推移 

（偏心落下, 現実的な想定）※5 

 

 

図11 原子炉格納容器下部内側鋼板の応力の推移 

（偏心落下, 現実的な想定）※5

 

図12 原子炉格納容器下部外側鋼板の応力の推移 

（偏心落下, 現実的な想定）※5 

 

※5 JASMINE によって評価した水蒸気爆発による運動エネルギー(図10)の

最大値をAUTODYNへの時刻0 での入力とし，格納容器下部鋼板の応力の

推移(図11, 12)を評価している。このため，図10 と図11, 12 の時刻

歴は一致しない。 

 

 

 

図４ 水蒸気爆発によるエネルギの推移 

（偏心落下，現実的な想定）※ 

 

図５ 原子炉格納容器下部内側鋼板の応力の推移 

（偏心落下，現実的な想定）※ 

 

 

図６ 原子炉格納容器下部外側鋼板の応力の推移 

（偏心落下，現実的な想定）※ 

 

※ JASMINEによって評価した水蒸気爆発による運動エネルギ（図４）の

最大値を AUTODYNへの時刻 0での入力とし，原子炉格納容器下部鋼板

の応力の推移（図５，６）を評価している。このため，図４と図５，

６の時刻歴は一致しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

評価条件および原子

炉格納容器下部構造の

違いによる相違。 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

評価条件および原子

炉格納容器下部構造の

違いによる相違。 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

評価条件および原子

炉格納容器下部構造の

違いによる相違。 
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第 5図 ペデスタル変位の時刻歴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6図 コンクリートの最小主ひずみ（圧縮ひずみ）分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 7図 鉄筋の軸ひずみ分布 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は内側鋼

板，外側鋼板，リブ鋼板

からなる二重鋼板製ペ

デスタルであるのに対

し，東海第二はペデスタ

ル側壁及び床スラブは

鉄筋コンクリート製ペ

デスタルであることか

ら，構造の違いによりペ

デスタル構造健全性評

価の評価結果が異なる。 
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第 8図 コンクリート面外せん断応力度 
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表

1
 
主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
圧
力
容
器
外
の
溶
融
炉
心
－
冷
却
材
相
互
作
用
の
う
ち
，
水
蒸
気
爆
発
の
評
価
）（

偏
心
落
下
及
び
保
守
的
な
想
定
に
よ
る
評
価
）

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

保守的な水蒸気爆発

評価の評価条件。 
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2 
主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
圧
力
容
器
外
の
溶
融
炉
心
－
冷
却
材
相
互
作
用
の
う
ち
，
水
蒸
気
爆
発
の
評
価
）（

偏
心
落
下
及
び
現
実
的
な
想
定
に
よ
る
評
価
）

 

 

 

 

 

表
１

 
主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
圧
力
容
器

外
の
溶
融
炉
心
－
冷
却
材
相
互
作
用
の
う
ち
，
水
蒸
気
爆
発
の
評
価
（
偏
心
落
下
及
び
現
実
的
な
想
定
に
よ
る
評
価
））

 

 
 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

ペデスタル水深，水張

りに用いる水の温度，構

造応答解析条件等の相

違。 
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第
4
表
 
ペ
デ
ス
タ
ル
構
造
健
全
性
評
価
の
評
価
結
果
（
偏
心
位
置
Ｓ
Ｅ
）

 

 
※
1：
「
○
」
解
析
結
果
が

判
断
基
準
を
満
足
す
る
 

※
2：

圧
縮
強
度
動
的
増
倍
率

1.
0
に
て
算
定
し
た
終
局
面
外
せ
ん
断
応
力
度
 

 

  

・判断基準の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は内側鋼

板，外側鋼板，リブ鋼板

からなる二重鋼板製ペ

デスタルであるのに対

し，東海第二はペデスタ

ル側壁及び床スラブは

鉄筋コンクリート製ペ

デスタルであることか

ら，構造の違いによりペ

デスタル構造健全性評

価の判断基準が異なる。 
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表

3 
評
価
結
果

(格
納
容
器
下
部
内
側

/外
側
鋼
板
に
加
わ
る
ミ
ー
ゼ
ス
相
当
応
力

)の
比
較

 

 

第
5
表
 
基
本
ケ
ー
ス
解
析
と
の
比
較

 

 

 

 

表２ 評価結果の比較 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の基本ケー

スでは, 保守的な評価

条件が適用されており, 

現実的な評価条件を適

用した偏心ケースの評

価結果を包絡する結果

となっている。 
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51. 格納容器ベント時に使用するベントラインによる 

Cs-137の放出量の差の要因等について 

 

「柏崎刈羽原子力発電所6 号及び7号炉の重大事故等対策

の有効性評価について」の添付資料3.1.3.3 において,雰囲気

圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）時に

おいて代替循環冷却系を使用しない場合における格納容器圧

力逃がし装置からのCs-137の放出量について検討を行ってお

り,サプレッション・チェンバのラインを経由した場合の放出

量は約1.4×10-3TBq（7 日間）,ドライウェルのラインを経由

した場合の放出量は約2.0TBq（7 日間）と評価している。ま

た，評価に当たっては格納容器圧力逃がし装置の除去効果

（DF）を1000 としている。 

 

ここでは,経由するベントラインによる放出量の差（約

1400 倍 ＝ 約2.0TBq/約1.4×10-3TBq）の要因及び格納容器

圧力逃がし装置の除去効果（DF）として1000 を使用すること

についての妥当性について検討を行った。 

 

1. 経由するベントラインによる放出量の差について 

ドライウェルのラインを経由した場合（以下，「D/W ベン

ト時」という。）とサプレッション・チェンバのラインを経

由した場合（以下，「W/W ベント時」という。）とでは，格

納容器ベント実施後の原子炉圧力容器及び原子炉格納容器内

の温度,圧力等が異なるため，格納容器ベント後のCs-137 の

振る舞いも異なるものとなる。このため，Cs-137 の環境中へ

の放出量の差（約1400 倍）はサプレッション・プールでのス

クラビングによる除去効果の違いだけに起因するものではな

く，「約1400」を直接サプレッション・プールでの除去効果

（DF）と見なすことはできないと考えられる。 

 

Cs-137 の環境中への放出量の差を生む要因として，サプ

レッション・プールでの除去効果の違い以外では，例えば原

子炉圧力容器から原子炉格納容器へのセシウムの放出量の違

いが挙げられる。 

D/W ベント時はW/W ベント時よりも水頭圧分だけ炉圧が

低くなるため，炉内ガスの比熱容量が小さくなり，炉内ガス

が温度上昇しやすくなる※1。炉内ガス温度が高いと，構造材

23 格納容器ベント時に使用するベントラインによるＣｓ－137

の放出量の差の要因等について 

 

「東海第二発電所 重大事故等対策の有効性評価」の添付資

料3.1.3.4において，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納

容器過圧・過温破損）時に代替循環冷却系を使用できない場

合における格納容器圧力逃がし装置からのＣｓ－137の放出

量について検討を行っており，サプレッション・チェンバの

ラインを経由した場合の放出量は約1.2×10－４TBq（7日間），

ドライウェルのラインを経由した場合の放出量は約3.7TBq（7

日間）と評価している。また，評価に当たっては，格納容器

圧力逃がし装置の除去効果（DF）を1,000としている。 

 

 

 ここでは，経由するベントラインによる放出量の差（約

30,800倍＝約3.7TBq／約1.2×10－４TBq）の要因及び格納容器

圧力逃がし装置の除去効果（DF）として1,000を使用すること

についての妥当性について検討を行った。 

 

1. 経由するベントラインによる放出量の差について 

ドライウェルのラインを経由した場合（以下「Ｄ／Ｗベン

ト時」という。）とサプレッション・チェンバのラインを経由

した場合（以下「Ｗ／Ｗベント時」という。）とでは，格納容

器ベント実施後の原子炉圧力容器及び格納容器内の温度，圧

力等が異なるため，格納容器ベント後のＣｓ－137の振る舞い

も異なるものとなる。このため，Ｃｓ－137の環境中への放出

量の差（約30,800倍）はサプレッション・プールでのスクラ

ビングによる除去効果の違いだけに起因するものではなく，

「約30,800」を直接サプレッション・プールでの除去効果（DF）

と見なすことはできないと考えられる。 

 

Ｃｓ－137の環境中への放出量の差を生む要因として，サ

プレッション・プールでの除去効果の違い以外では，例えば

原子炉圧力容器から格納容器へのセシウムの放出量の違いが

挙げられる。 

Ｄ／Ｗベント時はＷ／Ｗベント時よりも水頭圧分だけ炉

圧が低くなるため，炉内ガスの比熱容量が小さくなり，炉内

ガスが温度上昇しやすくなる※１。炉内ガス温度が高いと，構

36．使用する格納容器フィルタベント系の除去効果（ＤＦ）につ

いて 

 

「島根原子力発電所２号炉の重大事故等対策の有効性評

価」の添付資料3.1.3.3において,雰囲気圧力・温度による静

的負荷（格納容器過圧・過温破損）時において残留熱代替除

去系を使用しない場合における格納容器フィルタベント系か

らのＣｓ-137の放出量について検討を行っており,サプレッ

ション・チェンバのラインを経由した場合の放出量は約

2.1×10-３TBq（７日間）,ドライウェルのラインを経由した場

合の放出量は約3.4TBq（７日間）と評価している。また，評

価に当たっては格納容器フィルタベント系の除去効果（ＤＦ）

を1,000としている。 

 

 ここでは,格納容器フィルタベント系の除去効果（ＤＦ）

として1,000を使用することについての妥当性について検討

を行った。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7, 東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7, 東海第二】 

島根２号炉は，経由す

るベントラインによる

放出量の差としてはサ

プレッション・プールで

の除去効果が主な要因

となっている。 
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に沈着したセシウムが気相部に移行しやすくなるため，原子

炉格納容器への放出が多くなる※2。このことが，D/W ベント

時のCs-137 の放出量の評価結果を増加させている一因にな

っていると考えられる。 

 

※1 格納容器ベント実施後においては，原子炉圧力容器の

トップヘッドフランジは，D/W ベント時の方がW/W ベ

ント時に比べ20～40℃程度高くなっている。 

 

 

 

 

※2 大破断LOCA 時には，炉内内蔵量の約50%のCs が原子

炉圧力容器から原子炉格納容器に放出されると評価

しているが，D/W ベント時の方が炉内内蔵量の約0.3%

（CsOH グループ：約0.29%，CsI グループ：約0.25%）

だけ多く放出されると評価している。 

 

 

2. 使用する格納容器圧力逃がし装置の除去効果（DF）について 

 

エアロゾル粒子に対する格納容器圧力逃がし装置の除去

効果は，以下の手順で評価している。 

① 格納容器圧力逃がし装置で期待できる除去効果（DF）

を粒径ごとに実験で確認 

② フィルタ装置に流入するエアロゾル粒子の粒径分布

を，MAAP 解析に基づき評価 

③ ①と②から，オーバーオールの除去効果（DF）を評

価 

 

格納容器圧力逃がし装置による除去効果(DF=1000）は，上

記の手順での評価結果に対して，サプレッション・プールの

スクラビングを経た後のエアロゾル粒子の粒径分布等を考慮

し，適用可能な値を設定しているものである。このため，ベ

ントラインに流入するエアロゾル粒子に対しDF1000 を適用

することは妥当であると考えられる。なお，フィルタ装置は

水スクラバと金属フィルタの両方を合わせてDF=1000 を確保

できる設計としており，水スクラバ単体での除去効果は大破

造材に沈着したセシウムが気相部に移行しやすくなるため，

格納容器への放出が多くなる※２。このことが，Ｄ／Ｗベント

時のＣｓ－137の放出量の評価結果を増加させている一因に

なっていると考えられる。 

 

  ※１ 格納容器ベント実施後においては，原子炉圧力容器の

トップヘッドフランジは，Ｄ／Ｗベント時の方がＷ／

Ｗベント時に比べ最大で30℃程度高くなっている。 

 

 

 

 

  ※２ 大破断ＬＯＣＡ時には，炉内内蔵量の約37％のＣｓが

原子炉圧力容器から格納容器に放出されると評価して

いるが，Ｄ／Ｗベント時の方が炉内内蔵量の約0.7％多

く放出されると評価している。 

 

 

 

2. 使用する格納容器圧力逃がし装置の除去効果（DF）につい 

て 

  エアロゾル粒子に対する格納容器圧力逃がし装置の除去効果

については，性能検証試験（JAVA試験）により，格納容器ベン

ト実施中に想定される運転範囲において，DF1,000以上を満足す

ることを確認している。 

  なお，格納容器圧力逃がし装置はベンチュリスクラバ及び金

属フィルタの組み合わせで DF1,000 を確保できる設計としてい

る。（「東海第二発電所 重大事故等対処設備について 3.7 原

子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備【50条】の補足

12を参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．使用する格納容器フィルタベント系の除去効果（ＤＦ）に

ついて 

  格納容器フィルタベント系のフィルタ装置は，大規模なセ

クター試験装置を用いて実施された性能検証試験の試験条

件に包絡されるよう設計している。 

  性能検証試験では，実機の想定事象における種々の試験条

件（ベントガスの圧力・温度・流量及びエアロゾル粒径・濃

度等）を考慮した性能検証試験を行い，各条件において発揮

される性能を確認している。 

  性能検証試験結果から，島根２号炉の使用条件を包絡する

範囲においてＤＦ1,000 以上を満足することを確認してい

るため，ベントラインに流入するエアロゾルに対し，ＤＦ

1,000を適用することは妥当であると考えられる。 

  なお，スクラバ容器はベンチュリスクラバと金属繊維フィル

タの両方を合わせてＤＦ1,000以上を確保できる設計としており，

ベンチュリスクラバ単体でもＤＦ100以上と評価している。（「島

根原子力発電所２号炉 重大事故等対処設備について 別添資料-1

格納容器フィルタベント系について」の別紙 34を参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7, 東海第二】 
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断LOCA(D/W ベント)時でDF=34～115 と評価している。 

（「柏崎刈羽原子力発電所6 号及び7 号炉 重大事故等対

処設備について 別添資料-1原子炉格納容器の過圧破損を防

止するための設備（格納容器圧力逃がし装置）について」の

別紙30 を参照） 
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・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

①島根２号炉，東海第二

では，崩壊熱にジルコニ

ウムー水反応の酸化発

熱反応が加わりヒート

アップが加速されるが，

蒸気が炉心部へ供給さ

れることにより燃料温

度の低下が確認できる。 

 

②ジルコニウムー水反

応による反応熱の挙動

が, 柏崎 6/7 と島根２

号炉，東海第二で異なる

が, これは減圧タイミ

ングの差に起因すると

考えられる。 

島根２号炉は,燃料最

高温度が 1,000℃を超

えた付近でジルコニウ

ムー水反応による反応

熱が上昇しているが,原

子炉減圧後であること

から, 水位低下に伴い

蒸気発生量が低下し反

応熱が低下する。一方, 

柏崎 6/7 では燃料最高

温度が 1,000℃を超え

た付近では, 原子炉が

減圧されていないため, 

逃がし安全弁の開閉に

伴い, 蒸気流量が変化

し, 反応熱が増減して

いると推定される。 

 

② 

① 

① 

② 

② 
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資料なし 添付資料 4.1.13 

 

使用済燃料プール水の沸騰状態継続時の鉄筋コンクリートへの熱

影響について 

 

1. はじめに 

想定事故１及び想定事故２においては，事象発生後，可搬型

代替注水中型ポンプによる代替燃料プール注水系（注水ライン） 

を使用した使用済燃料プールへの注水によって，使用済燃料プ

ールの水位は回復・維持される。 

その後， 残留熱除去系等の使用済燃料プールの冷却機能を復

旧することにより，使用済燃料プール水温を低下させるが，そ

れまでの間は，使用済燃料プールの水温は高温状態が継続する

こととなるが，使用済燃料プールの構造材であるコンクリート

及び鉄筋は， 一般的に温度の上昇と共に強度及び剛性が劣化す

る傾向にあるとされている。 

このため，使用済燃料プール水の沸騰状態が長期間継続した

場合の鉄筋コンクリートへの影響について検討した。 

 

2. 使用済燃料プールへの沸騰状態継続の影響について 

使用済燃料プールは，ステンレス鋼によりライニングされた

構造となっており，重大事故等時に使用済燃料プール水が沸騰

状態となった場合でも，代替注水設備により使用済燃料プール

への注水が行われるため，使用済燃料プールはコンクリートか

らの水分逸散のないシール状態が維持される。第１表に示す文

献によると， シール状態が維持されている場合は加熱温度

110℃で加熱期間 3.5 年間（又は 2 年間）の場合でも，圧縮強

度の低下傾向は認められないとされている。また，加熱による

剛性についても，シール状態が維持された状態において大きな

低下はないとされている。 

また，鉄筋については，強度及び剛性はおおむね 200℃から

300℃までは常温時の特性を保持するとされている。 

以上より， 使用済燃料プール水の沸騰状態が 3.5 年間継続

した場合にも， コンクリートの健全性は維持されるものと考え

られる。 

 

 

 

 

 

38．燃料プール水の沸騰状態継続時の鉄筋コンクリートへの熱影

響について 

 

１．はじめに 

想定事故１及び想定事故２においては，事象発生後，燃料プ

ールスプレイ系を使用した燃料プールへの注水によって，燃料

プールの水位は回復・維持される。 

 

その後， 残留熱除去系等の燃料プールの冷却機能を復旧する

ことにより，燃料プール水温を低下させるが，それまでの間は，

燃料プールの水温は高温状態が継続することとなるが，燃料プ

ールの構造材であるコンクリート及び鉄筋は， 一般的に温度の

上昇と共に強度及び剛性が劣化する傾向にあるとされている。 

 

このため， 燃料プール水の沸騰状態が長期間継続した場合の

鉄筋コンクリートへの影響について検討した。 

 

２．燃料プールへの沸騰状態継続の影響について 

燃料プールは， ステンレス鋼によりライニングされた構造と

なっており， 重大事故等時に燃料プール水が沸騰状態となった

場合でも， 代替注水設備により燃料プールへの注水が行われる

ため，燃料プールはコンクリートからの水分逸散のないシール

状態が維持される。表１に示す文献によると，シール状態が維

持されている場合は加熱温度 110℃で加熱期間 3.5 年間（又は

２年間）の場合でも， 圧縮強度の低下傾向は認められないとさ

れている。また，加熱による剛性についても，シール状態が維

持された状態において大きな低下はないとされている。 

 

また，鉄筋については，強度及び剛性はおおむね 200℃から

300℃までは常温時の特性を保持するとされている。 

以上より，燃料プール水の沸騰状態が 3.5 年間継続した場合

にも， コンクリートの健全性は維持されるものと考えられる。 
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第 1 表 高温を受けたコンクリートの圧縮強度に関する文献 

 

 

表 1 高温を受けたコンクリートの圧縮強度に関する文献 
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 添付資料 1.3.1 

 

有効性評価における機能喪失を仮定した設備一覧について 

 

第 1 表～第 4 表に炉心損傷防止対策，格納容器破損防止対策，

使用済燃料プールの燃料損傷防止対策及び運転停止中の燃料損傷

防止対策の有効性評価の各重要事故シーケンス等において機能喪

失を仮定した設備の一覧を示す。 

 

 

40．有効性評価における機能喪失を仮定した設備一覧について 

 

第１表～第４表に炉心損傷防止対策，格納容器破損防止対策，

燃料プールの燃料損傷防止対策及び運転停止中の燃料損傷防止対

策の有効性評価の各重要事故シーケンス等において機能喪失を仮

定した設備の一覧を示す。 
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定
し
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・設備設計の相違 

【東海第二】 

残留熱代替除去系は炉

心損傷防止の設備として

いない 
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・設備設計の相違 

【東海第二】 

残留熱代替除去系は炉

心損傷防止の設備として

いない 
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・記載方針の相違 

【東海第二】 

「安全機能の喪失に対

する仮定等」には機能喪

失するＳＡ設備は記載し

ない 
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・設備設計の相違 

【東海第二】 
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実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器

破損防止対策の有効性評価に関する審査ガイド（改正 平

成 29年 11月 29日 原子力規制委員会決定） 抜粋 
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 添付資料 1.2.1  

外圧支配事象における燃料被覆管の健全性について 

 

事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」のような外圧

支配事象において高温高圧状態が継続する場合の燃料被覆管の健

全性について説明する。 

 

1. 有効性評価結果 

原子炉停止機能喪失により燃料被覆管表面で沸騰遷移（ドライ

アウト）が発生し，燃料被覆管温度及び燃料被覆管にかかる圧力

が上昇しリウェットする場合，燃料被覆管表面最高温度約 870℃，

燃料被覆管外圧約 8.2MPa（内外圧差：約 6.4MPa）の状態が 20 秒

程度継続する解析評価結果を得ている。 

 

2. 高温高圧時の燃料被覆管の健全性について 

(1) 出力－冷却不整合時の燃料健全性について 

出力－冷却不整合（以下「ＰＣＭ」（Power Cooling Mismatch）

という。）時の燃料のふるまいについて以下のとおり整理した。 

ＰＣＭにより膜沸騰を開始した燃料被覆管は，燃料被覆管温度

の上昇により 900℃以上になると，ジルコニウム－水反応が進行

し，燃料被覆管表面に酸化膜が生成され，酸化の進行に伴い燃料

被覆管の脆化が進行することが知られている。また，燃料被覆管

温度の上昇により燃料被覆管の強度が低下し，外圧支配であるこ

とから燃料被覆管内側へのつぶれ変形が発生する可能性がある

[１]。 

ＰＣＭ時の燃料破損は，沸騰遷移が生じ燃料被覆管が高温とな

り酸化脆化することが主な原因であり，沸騰遷移により高温を持

続した場合の燃料健全性について以下に示す。 

一時的に沸騰遷移が発生しても速やかに原子炉出力が低下してリ

ウェットする事象発生時の燃料健全性に関する炉内試験結果を第

1 図に示す[２]。 

第 1 図より，本解析評価結果（燃料被覆管表面最高温度約

870℃，持続時間 20 秒）において，燃料被覆管は健全であると考

えられる。このことは，後述の(3)のハルデン炉を用いた沸騰遷移

試験からもわかる。 

なお，文献[２]，[３]において，第 1 図の結果等を元に沸騰遷

移時の燃料健全性に関する整理及び適用の妥当性の検討が行われ

ている。 

 

45．外圧支配事象における燃料被覆管の健全性について 

 

事故シーケンスグループ「原子炉停止機能喪失」のような外圧

支配事象において高温高圧状態が継続する場合の燃料被覆管の健

全性について説明する。 

 

1. 有効性評価結果 

原子炉停止機能喪失により燃料被覆管表面で沸騰遷移（ドライ

アウト）が発生し，燃料被覆管温度及び燃料被覆管にかかる圧力

が上昇しリウェットする場合，燃料被覆管表面最高温度約 818℃，

燃料被覆管外圧約 8.9MPa（内外圧差：約 7.1MPa）の状態が４秒程

度継続する解析評価結果を得ている。 

 

2. 高温高圧時の燃料被覆管の健全性について 

(1) 出力－冷却不整合時の燃料健全性について 

出力－冷却不整合（以下「ＰＣＭ」（Power Cooling Mismatch）

という。）時の燃料のふるまいについて以下のとおり整理した。 

ＰＣＭにより膜沸騰を開始した燃料被覆管は，燃料被覆管温度

の上昇により 900℃以上になると，ジルコニウム－水反応が進行

し，燃料被覆管表面に酸化膜が生成され，酸化の進行に伴い燃料

被覆管の脆化が進行することが知られている。また，燃料被覆管

温度の上昇により燃料被覆管の強度が低下し，外圧支配であるこ

とから燃料被覆管内側へのつぶれ変形が発生する可能性がある

[１]。 

ＰＣＭ時の燃料破損は，沸騰遷移が生じ燃料被覆管が高温とな

り酸化脆化することが主な原因であり，沸騰遷移により高温を持

続した場合の燃料健全性について以下に示す。 

一時的に沸騰遷移が発生しても速やかに原子炉出力が低下してリ

ウェットする事象発生時の燃料健全性に関する炉内試験結果を第

１図に示す[２]。 

第１図より，本解析評価結果（燃料被覆管表面最高温度約 818℃，

持続時間４秒）において，燃料被覆管は健全であると考えられる。

このことは，後述の(3)のハルデン炉を用いた沸騰遷移試験からも

わかる。 

なお，文献[２]，[３]において，第 1 図の結果等を元に沸騰遷

移時の燃料健全性に関する整理及び適用の妥当性の検討が行われ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【東海第二】 
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第 1 図 沸騰遷移発生後の燃料健全性に関する炉内試験結果[２] 

 

 

 

 

(2) 化学量論的酸化量（以下「ＥＣＲ」という。）について 

ＰＣＭの破損モードである酸化脆化に関し，本解析評価におけ

るＥＣＲを評価した。原子炉停止機能喪失による燃料被覆管表面

での沸騰遷移の発生により燃料被覆管が高温維持された場合の９

×９燃料（Ａ型）被覆管の酸化割合について，Ｂａｋｅｒ-Ｊｕｓ

ｔの式[４]に基づき評価した結果を，第 2 図に示す。参考にＣａｔ

ｈｃａｒｔの式[５]に基づく評価結果も示す。 

燃料被覆管表面最高温度約 870℃，持続時間 20 秒であれば，Ｅ

ＣＲは約 0.3％であり，沸騰遷移期間中に燃料被覆管母材に取り

込まれる酸素の量は少なく，燃料被覆管の酸化による脆化が問題

になることはない。また，この温度及び持続時間では，ＥＣＲが

ＬＯＣＡ時の燃料被覆管脆化破損の判断基準である 15％に達する

までに十分な余裕があるため，つぶれ変形が生じたとしても，燃

料被覆管の健全性は維持されると考えられる。 

 

 

 

※日本原子力学会標準「ＢＷＲにおける過渡的な沸騰遷移後の

燃料健全性評価基準：2003」，炉内試験結果 に加筆 

 

第 1 図 沸騰遷移発生後の燃料健全性に関する炉内試験結果[２] 

 

(2) 化学量論的酸化量（以下「ＥＣＲ」という。）について 

ＰＣＭの破損モードである酸化脆化に関し，本解析評価におけ

るＥＣＲを評価した。原子炉停止機能喪失による燃料被覆管表面

での沸騰遷移の発生により燃料被覆管が高温維持された場合の９

×９燃料（Ａ型）被覆管の酸化割合について，Ｂａｋｅｒ-Ｊｕｓ

ｔの式[４]に基づき評価した結果を，第２図に示す。参考にＣａｔ

ｈｃａｒｔの式[５]に基づく評価結果も示す。 

燃料被覆管表面最高温度約 818℃，持続時間４秒であれば，Ｅ

ＣＲは 0.1％以下であり，沸騰遷移期間中に燃料被覆管母材に取

り込まれる酸素の量は少なく，燃料被覆管の酸化による脆化が問

題になることはない。また，この温度及び持続時間では，ＥＣＲ

がＬＯＣＡ時の燃料被覆管脆化破損の判断基準である 15％に達す

るまでに十分な余裕があるため，つぶれ変形が生じたとしても，

燃料被覆管の健全性は維持されると考えられる。 
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第 2 図 高温持続時間と燃料被覆管表面酸化量の関係 

 

 

(3) ハルデン炉を用いた沸騰遷移試験によるつぶれ変形について 

本解析評価に近い条件に基づく沸騰遷移試験における燃料の変

化について参考に示す。 

ＢＷＲ燃料の未照射燃料棒及び照射燃料棒（燃料棒燃焼度は

22GWd／t～40GWd／t）を用い，高温，外圧支配時の沸騰遷移試験

を行った[６]。 

〔照射条件〕 

ａ．燃料被覆管表面最高温度：977℃以上（試験後の prior-β 相

形成より推定） 

ｂ．沸騰遷移積算時間：約 49 秒※１ 

※1 熱電対での燃料被覆管表面温度が断続的に 600℃～720℃

を記録した時間の合計。ただし，熱電対先端と溶接位置

の関係から，燃料被覆管表面温度の過小評価が考えられ

る。 

照射条件のａ．及びｂ．を経験した試験燃料棒の燃料被覆

管外観写真と直径測定結果を第 3 図に示す。 

この試験燃料棒のドライアウト領域（燃料棒上部）（燃料被

覆管外圧：約 7MPa，内外圧差：約 6.4MPa）では，燃料ペレッ

ト間の局所的なつぶれ変形（燃料ペレット間（ペレット上下

端チャンファ）位置に沿った，燃料被覆管内側方向への約 20

μm～約 50μm の食い込み）があり，燃料被覆管表面酸化膜

 

 

第２図 高温持続時間と燃料被覆管表面酸化量の関係 

 

 

(3) ハルデン炉を用いた沸騰遷移試験によるつぶれ変形について 

本解析評価に近い条件に基づく沸騰遷移試験における燃料の変

化について参考に示す。 

ＢＷＲ燃料の未照射燃料棒及び照射燃料棒（燃料棒燃焼度は

22GWd／t～40GWd／t）を用い，高温，外圧支配時の沸騰遷移試験

を行った[６]。 

〔照射条件〕 

ａ．燃料被覆管表面最高温度：900℃以上（試験後の prior-β 相

形成より推定） 

ｂ．沸騰遷移積算時間：約 49 秒※１ 

※1 熱電対での燃料被覆管表面温度が断続的に 600℃を記録し

た時間の合計。ただし，熱電対先端と溶接位置の関係から，

燃料被覆管表面温度の過小評価が考えられる。 

 

照射条件のａ．及びｂ．を経験した試験燃料棒の燃料被覆

管外観写真と直径測定結果を第３図に示す。 

この試験燃料棒のドライアウト領域（燃料棒上部）（燃料被

覆管外圧：約７MPa，内外圧差：約 6.4MPa）では，燃料ペレ

ット間の局所的なつぶれ変形（燃料ペレット間（ペレット上

下端チャンファ）位置に沿った，燃料被覆管内側方向への約

20μm～約 50μm の食い込み）があり，燃料被覆管表面酸化

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補-380



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所 （2018.9.12版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

厚さ及び水素吸収量の僅かな増加，燃料被覆管の脆化による

引張強度・延性の僅かな低下，燃料被覆管の酸化膜の剥離が

見られたものの，リウェット時の熱衝撃によっても燃料棒は

非破損であったとの結果が得られている。 

 

 

第 3 図 試験燃料棒の燃料被覆管外観写真と直径測定結果 

 

上記の試験に本解析評価条件は同等と考えられ，また，現

在使用している燃料棒（９×９燃料）は，より高密度のペレ

ット採用により焼きしまりが小さくなっており，軸方向の燃

料ペレット間の大きな間隙が発生し難くなっているため，燃

料被覆管のつぶれ変形によって貫通破損が生じる可能性は小

さいと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

膜厚さ及び水素吸収量の僅かな増加，燃料被覆管の脆化によ

る引張強度・延性の僅かな低下，燃料被覆管の酸化膜の剥離

が見られたものの，リウェット時の熱衝撃によっても燃料棒

は非破損であったとの結果が得られている。 

 

 

第３図 試験燃料棒の燃料被覆管外観写真と直径測定結果 

 

上記の試験に本解析評価条件は同等と考えられ，また，現

在使用している燃料棒（９×９燃料）は，より高密度のペレ

ット採用により焼きしまりが小さくなっており，軸方向の燃

料ペレット間の大きな間隙が発生し難くなっているため，燃

料被覆管のつぶれ変形によって貫通破損が生じる可能性は小

さいと考えられる。 

 

3. ペレット－被覆管相互作用（ＰＣＩ）について 

第４図に原子炉停止機能喪失の評価における燃料被覆管温度の

1 次ピーク発生位置での燃料棒温度の時間変化を示す。第４図に

示すように，事象初期にペレット平均温度は約 520℃上昇してい

る。 

第５図に UO2 ペレットの熱膨張ひずみの温度依存性を示す。事

象初期のペレット平均温度の上昇約 520℃に対するペレットの熱

膨張ひずみの増加は，約 0.7％に相当する。したがって，ペレッ

トの熱膨張の増加による被覆管のひずみの増加は，ペレット－被

覆管機械的相互作用（ＰＣＭＩ）による破損に対する判断基準で

ある被覆管１％塑性ひずみより小さいと考えられる。 

また，ペレット－被覆管化学的相互作用（ＰＣＣＩ）を考慮し

ても、出力が上昇している期間が 15秒程度と短く，被覆管の応力

腐食割れ（ＳＣＣ）の進展による破損も生じないと考えられる。 

事象初期の出力上昇が収束した後は，ペレット平均温度は事象

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，ＰＣＩ

によって燃料が破損しな

い理由を記載している。 
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発生前の温度より低いため，ＰＣＩが生じることはないと考えら

れる。 

 

 

第４図 燃料棒温度の時間変化（1次ピーク発生位置） 

 

 

第５図 UO2ペレットの熱膨張ひずみ[７] 
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4.軸方向のサーマルショックについて 

燃料の事故時健全性確認を目的に実施された，リウェット時の

軸方向拘束条件下での急冷破断試験[８] [９] [10] [11]の知見をもとに，

島根２号炉ＴＣシーケンスにおける軸方向のサーマルショックに

よる燃料破損の可能性を検討した。以下に急冷破断試験の概要を

示す。 

＜急冷破断試験の概要＞ 

（１）ＰＷＲ[８] 

・未照射で，ＥＣＲが約 10～40%のＰＷＲ燃料棒が用いられた。 

・急冷破断試験では，試験装置(図６参照)により燃料棒の軸方向

変位を完全に拘束し急冷(図７参照)により軸方向に大きな荷重

を伴うサーマルショックが与えられた。 

（２）ＢＷＲ[９] [10] [11] 

・スイス・ライプシュタット炉において高燃焼度まで照射し，ECR

が 10～20%のＢＷＲ燃料棒（ＬＺＲＴ１～ＬＺＲＴ４）が用い

られた。 

・急冷破断試験では，試験装置（図６参照）により燃料棒の軸方

向変位を拘束し急冷（図８参照）により軸方向に大きな荷重を

伴うサーマルショックが与えられた。 

 

第６図 試験装置 
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第７図 ＰＷＲ燃料の温度履歴の例 

 

第８図 ＢＷＲ燃料の温度履歴の例 

 

＜急冷破断試験結果＞ 

（１）ＰＷＲ 

急冷破断試験の結果を図９に示す。ＥＣＲが 10%以下の被覆管

は，完全拘束条件下で約 600℃の急冷によるサーマルショックを

受けても健全であった。 

 

図９ ＰＷＲ燃料棒の軸方向完全拘束条件下での 

急冷破断試験結果 
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3. まとめ 

外圧支配条件の下，燃料被覆管表面最高温度約 870℃を 20 秒程

度継続しても，燃料は健全であると考えられる。 
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（２）ＢＷＲ 

急冷破断試験の結果を図 10に示す。 530Ｎの軸方向拘束力条件

下でＥＣＲを約 10%～20%としても，被覆管の破断はなくサーマル

ショックを受けても燃料は健全であった。 

 

 

第 10図 ＢＷＲ/ＰＷＲ燃料棒の軸方向拘束条件下での 

急冷破断試験結果試験装置 

 

ＢＷＲでは燃料棒の軸方向移動がスペーサなどで妨げられない

ため，軸方向の大きな荷重（拘束力）が発生する可能性は小さい

が，島根２号炉のＴＣシーケンスにおいて，軸方向完全拘束条件

を想定し仮にサーマルショックを受けたとしても，ＥＣＲは 0.1%

以下（図２参照）であり，急冷による温度差はＰＷＲ急冷破断試

験よりも低い約 510℃（図４参照）であるため，燃料は健全であ

ると考えられる。 

 

5. まとめ 

外圧支配条件の下，燃料被覆管表面最高温度約 818℃を４秒程

度継続しても，燃料は健全であると考えられる。 

 

6. 文献 

[１] 軽水炉燃料のふるまい（平成 25 年 3 月 公益財団法人原子

力安全研究協会） 
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燃料健全性評価基準：2003」 

[３] 沸騰遷移後燃料健全性評価分科会報告書（平成 18年 6月 29 

日 原子力安全委員会了承） 

[４] L.Baker, Jr. and L. C. Just,”Studies of Metal-Water 
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